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般社団法人 日本情報システム ユ ザ 協会（JUAS）一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）

 沿革
1962年4月 日本デ タ プロセシング協会創立1962年4月 日本データ・プロセシング協会創立
1992年7月 社団法人 日本情報システム・ユーザー協会に拡充改組
2012年4月 一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会

 役員
理事33名 （会長1名、副会長1名、常任理事9名） 監事3名
会 長 石原 邦夫 東京海上日動火災保険株式会社 取締役会長会 長 石原 邦夫 東京海上日動火災保険株式会社 取締役会長

 事務局
専務理事 金 修

コンサ

ルタント

正会員A企業の割合

専務理事 金 修
常務理事 浜田 達夫
所在地 東京都中央区日本橋堀留町1-10-11

ベン

ダー
11%

ルタント
6%

 会員数 ：2,116社 （2013年4月1日現在）
正会員Ａ ： 194社 ＋3社 （12年度の増減）
正会員Ｂ ： 137社 ＋8社

ユー

ザー企

業

情報子

会社
16%
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正会員Ｃ ： 1,785社 ＋301社

2

業
67%



ＪＵＡＳ活動

会員活動

ユーザーの要求が未来を切り拓く
－イノベーションで企業を変える、日本が変わる－

イノベ ション

フォーラム
・ＣＩＯフォーラム（３）
・IT部門経営フォーラム（５）

研修事業
会員活動政策企画委員会

政策研究・調査

イノベーション
経営カレッジ
（IMCJ)

教育研修事業
IT部門経営フォ ラム（５）

・IT企業ＴＯＰフォーラム（３）
・ITグループ会社経営フォーラム（３）
・IT部門経営フォーラム関西
・IT企業TOPフォーラム関西
・ITグループ会社経営フォーラム関西

関西ミドルマネジメントフ ラム

オープンセミナー

政策研究 調査
・IT経営協議会

（CIO戦略フォーラム）
・IT経営調査
・IT融合フォーラム
・CIO育成カリキュラム
重要インフラの信頼性

新人・配転者セミナー
・関西ミドルマネジメントフォーラム

研究会

ＩＴインフラ研究会
ＩＴサービスマネジメント研究会

オーダーメイド研修

教材開発・出版調査事業
企業IT動向調査

・重要インフラの信頼性
・IT投資可視化

テーマ型研究会

ＩＴサ ビスマネジメント研究会
企業リスクマネジメント研究会
ビジネスプロセス研究会
データマネジメント研究会
組織力強化研究会
ＩＴ人材キャリア形成研究会

海外研修・調査

・企業IT動向調査
・ソフトウェアメトリックス

組織力強化普及・調査

ＪＵＡＳラボ
JUASソリューションラボ
JUASトレンドラボ

公開事業
サマースクエア

組織力強化普及・調査
－ＵＩＳＳセンター－

・情報システムユーザースキル標準
・IT人材モデルキャリア開発

JUASトレンドラボ

アドバンスト研究会

ケース型研究会
ケース研究会

ワークショップ型研究会

研究プロジェクト
システム開発 保守QCD研究プロジ クト

会員研修会

サ スク ア
ＪＵＡＳスクエア
JUAS FUTURE ASPECT

セキュリティ・センター
・プライバシーマーク

審査・認証

アドバンスト研究会

システム開発・保守QCD研究プロジェクト
JIIP（Japan industry Innovation project)

会員研修会
JUASアカデミー
関西アカデミー

審査・認証
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企業IT動向調査2013（2012年度調査）の概要

アンケート調査アンケート調査 インタビュー調査インタビュー調査

企業IT動向調査2013（2012年度調査）の概要

アンケート調査アンケート調査
定点観測＋重点テーマ

12年11月に実施

インタビュー調査インタビュー調査
重点テーマ中心に

12年11月～13年1月に実施

・ユーザー企業IT部門長：45社• ユーザー企業IT部門4000社対象 24P
有効回答：1030社（回答率26％）

調査委員会、調査部会
による分析

• 94年度以来過去19年間継続して実施、
経年変化をふまえた分析
アンケ トとインタビ の複合効果

JUAS調査の特徴

・ビジネスイノベーションへの提案

今回の重点テーマ

調査報告調査報告
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• アンケートとインタビューの複合効果
• 年度別に、重点テーマを設定 ・情報セキュリティ

調査報告調査報告
2013年3月発表
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企業IT動向調査2013（2012年度調査）の重点ﾃ ﾏ企業IT動向調査2013（2012年度調査）の重点ﾃｰﾏ

① ビジネスイノベーションへの提案（IT部門からの提案）① ジネ イ シ ン 提案（ 部門 ら 提案）

ビジネスイノベーションへの提案とは経営に直結する事項に対してIT部門か
ら課題解決や企業変革のための提案を行うことを指している。近年IT部門に
対してシステム開発・運用のみならず、全社最適視点で経営に提案を行うこと
への期待が高まっている。2012年度は、IT部門からのビジネスイノベーション
への提案に関する取組み状況を調査した。

②情報セキュリティ

2011年は巧妙化が進んだ標的型攻撃により、企業のセキュリティ対策の
あり方が改めて問われた年であった。クラウドの利用、スマートデバイスの急
速な普及やBYODなど、IT環境の変化に伴い、新しいセキュリティ対策が必要速な普及や な 、 環境 変化 伴 、新 キ リティ対策 必要
となっている。その一方で、IT部門のセキュリティ担当者でどこまで対応できる
のか、また、どこまで対策を採ればよいのかが新たな課題となってきた。2012
年度は、高度化・複雑化した脅威や環境に対する新しい時代のセキュリティ対
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策の実態と課題を調査する。



主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

主な調査結果

2. トピックス
① 新規テクノロジーの採用
② システム開発② システム開発
③ IT基盤
④ クライアント環境

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの提案
② 情報セキュリティ② 情報セキュリティ

4. 定点観測
① IT予算① IT予算
② IT投資マネジメント
③ IT推進組織・IT人材
④ グローバルIT戦略

（C）JUAS 2013

⑤ BCP
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＜回答企業の業種別割合＞
（ 09年度までの業種区分「20業種」を、10年度より業種区分を変更し、日本標準産業
分類（平成19年11月改定）を参考に定めた「26業種」とした）分類（平成19年11月改定）を参考に定めた「26業種」とした）

12年度 12年度

件数 割合 件数 割合

1．食料品、飲料・たばこ・飼料製造業 42 4.1% 14．農林漁業・同協同組合、鉱業 4 0.4%

2．繊維工業 11 1.1% 15．建築業 76 7.4%

12年度 12年度

繊維 業 建築業

3．パルプ・紙・紙加工品製造業 5 0.5% 16．電気・ガス・熱供給・水道業 9 0.9%

4．化学工業 51 5.0% 17．映像･音声情報制作･放送･通信業 14 1.4%

5．石油・石炭・プラスチック製品製造業 15 1.5% 18．新聞・出版業 6 0.6%

6．窯業・土石製品製造業 16 1.6% 19．情報サービス業 69 6.7%

7．鉄鋼業 13 1.3% 20．運輸業・郵便業 40 3.9%

8．非鉄金属・金属製品製造業 42 4.1% 21．卸売業 111 10.8%

気機械 製造業 売業

非
製
造
業

製
造
業

9．電気機械器具製造業 72 7.0% 22．小売業 68 6.6%

10．情報通信機械器具製造業 12 1.2% 23．金融業・保険業 59 5.7%

11．輸送用機械器具製造業 35 3.4% 24．医療業 11 1.1%

12 その他機械器具製造業 46 4 5% 25 教育 学習支援 6 0 6%12．その他機械器具製造業 46 4.5% 25．教育、学習支援 6 0.6%

13．その他の製造業 96 9.3% 26．その他の非製造業 101 9.8%

456 44.3% 574 55.7%小計 小計
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＜業種の特性を把握するため「7つの業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ」にまとめて分析＞
※12年度より従来の「重要インフラ を「社会インフラ に変更※12年度より従来の「重要インフラ」を「社会インフラ」に変更

0% 20% 40% 60% 80% 100%

7.4

7.1

18.9

19.3

20.0

25.3

25.0

24.6

17.4

18.9

18.6

5.7 6.7

6.5

6.5

18.5

15.6

17.4

8.0 6.6

5.9

12年度（n=1030)

11年度（n=1039)

10年度（n=1144)

業種グループ 件数 割合 属する業種

建築・土木 素材製造 機械器具製造 商社・流通 金融 社会インフラ サービス

建築・土木 76 7.4 15．建設業

素材製造 195 18.9

1．食料品、飲料・たばこ・飼料製造業、 2．繊維工業
3．パルプ・紙・紙加工品製造業、 4．化学工業
5．石油・石炭・プラスチック製品製造、 6．窯業・土石製品製造業
7 鉄鋼業、 8 非鉄金属・金属製品製造業7．鉄鋼業、 8．非鉄金属 金属製品製造業

機械器具製造 261 25.3
9．電気機械器具製造業、 10．情報通信機械器具製造業
11．輸送用機械器具製造業、 12．その他機械器具製造業
13．その他の製造業

商社・流通 179 17.4 21．卸売業、 22．小売業

金融 59 5.7 23．金融業・保険業

社会インフラ 69 6.7
16．電気・ガス・熱供給・水道業、 17．映像･音声情報制作･放送･通信業、
18．新聞・出版業、 20．運輸業・郵便業

14 農林漁業 同協同組合 鉱業 19 情報サ ビス業

（C）JUAS 2013

サービス 191 18.5
14．農林漁業・同協同組合、鉱業、 19．情報サービス業
24．医療業、 25．教育、学習支援、 26．その他の非製造業

全体 1030 100.0% 

8



＜回答企業の従業員数＞
大企業（1000人以上）が1/3強、中堅企業(300～1000人未満）が1/3強
中小企業（300人未満）が1/3弱で ほぼ同じ割合中小企業（300人未満）が1/3弱で、ほぼ同じ割合

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 従業員数

34.1

31.6

34.6

36.8

31.2

31.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1022)

建築・土木（n=76)

26.6

29.1

39.9

36.5

34.5

39.9

37.0

36.4

20.2

素材製造（n=192)

機械器具製造（n=261)

商社・流通（n=178)

金融

1
2
年

度

26.3

27.5

49.2

33.3

22.8

29.0

32.8

35.6

50.9

43.5

18.0

31.1

金融（n=57)

社会インフラ（n=69)

サービス（n=189)

全体（n=1039) 33.3

32.5

26.4

28.8

35.6

34.9

37.8

35.8

31.1

32.5

35.8

35.4

全体（n 1039)

建築・土木（n=83)

素材製造（n=201)

機械器具製造（n=260)

年
度

41.8

31.9

27.9

42 0

37.8

29.0

29.4

35 8

20.4

39.1

42.6

22 2

商社・流通（n=196)

金融（n=69)

社会インフラ（n=68)

サ ビス（ 162)

1
1
年

42.0 35.8 22.2サービス（n=162)

300人未満 300～1000人未満 1000人以上
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＜回答企業の売上高＞
売上高1兆円以上の超大企業(4.2%)を分析すると今後の動向が見える
「ｻ ﾋﾞｽ」は 売上高100億円未満が半数と規模の小さな企業が多い「ｻｰﾋ ｽ」は、売上高100億円未満が半数と規模の小さな企業が多い

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 売上高

2.5 27.3

18.4

48.0

57.9

18.0

21.1

4.2

0.0 2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=996)

建築・土木（n=76)

1.1

3.5

22.6

25.0

19.7

50.0

51.2

50.9

23.2

17.1

23.1

4.82.0

3.2

2.9

素材製造（n=190)

機械製造（n=252)

商社・流通（n=173)1
2
年

度

24.1

17.6

50.8

46.3

47.1

35.5

18.5

19.1

7.1

0.0

6.0

1.9 9.3

16.2

0.5

金融（n=54)

社会インフラ（n=68)

サービス（n=183)

全体（ ) 2.8

1.2

1.0

1 2

23.7

18.1

17.5

24 8

50.0

57.8

51.5

52 3

19.0

21.7

23.5

18 2

4.6

1.2

6.5

3 5

全体（n=1031)

建築・土木（n=83)

素材製造（n=200)

機械製造（n=258)度 1.2

3.1

24.8

17.0

25.0

17.6

52.3

53.6

38.2

50.0

18.2

23.2

17.6

19.1

3.5

3.1

10.3

13.2

8.8

0.0

機械製造（n=258)

商社・流通（n=194)

金融（n=68)

社会インフラ（n=68)

1
1
年

度

6.9 42.5 40.6 8.8 1.3サービス（n=160)

10億円未満 100億円未満 100～1000億円未満 1000億円～1兆円未満 1兆円以上
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＜業種グループとビジネスタイプ＞
非製造業はBt C企業（ 般消費者向け）が多い非製造業はBtoC企業（一般消費者向け）が多い

業種グループ別 ビジネスのタイプ

60.3

65.8

17.3

9.6

19.9

21.9

2.6

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1007)

建築・土木（n=73)

74.3

74.3

53.1

8 8

7.9

7.8

32.0

35 1

15.7

14.8

14.3

50 9

2.1

3.1

0.6

5 3

素材製造（n=191)

機械器具製造（n=257)

商社・流通（n=175)

金融（ 57) 8.8

40.3

54.0

35.1

26.9

20.3

50.9

32.8

21.4

5.3

0.0

4.3

金融（n=57)

社会インフラ（n=67)

サービス（n=187)

BtoB企業（ビジネスユーザー向け） BtoC企業（一般消費者向け） BtoBかつBtoC その他

（参考）売上高別
ビジネスのタイプ

BtoB企業（ビジネスユ ザ 向け） BtoC企業（ 般消費者向け） BtoBかつBtoC その他

60.9 17.3 19.5 2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=976)

61.9

63.8

60.1

18.7

16.1

17.3

15.6

18.0

21.4

3.8

2.1

1.2

100億円未満（n=289)

100億～1000億円未満（n=473)

1000億～1兆円未満（n=173)
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22.0 22.0 56.1 0.01兆円以上（n=41)

BtoB企業（ビジネスユーザー向け） BtoC企業（一般消費者向け） BtoBかつBtoC その他



主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

主な調査結果

2. トピックス
① 新規テクノロジーの採用
② システム開発② システム開発
③ IT基盤
④ クライアント環境

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの提案
② 情報セキュリティ② 情報セキュリティ

4. 定点観測
① IT予算① IT予算
② IT投資マネジメント
③ IT推進組織・IT人材
④ グローバルIT戦略
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＜新規ﾃｸﾉﾛｼﾞｰの導入状況＞
12年度は項目を入れ替えて新規ﾃｸﾉﾛｼﾞーを調査。ﾓﾊﾞｲﾙ端末管理と
ﾎｽﾄ型仮想ﾃﾞｽｸﾄ ﾌﾟは 今後 導入率が大きく伸びると予想されるﾎｽﾄ型仮想ﾃ ｽｸﾄｯﾌ は、今後、導入率が大きく伸びると予想される

新規ﾃｸﾉﾛｼﾞ-の導入状況
導 率

6 2 18 8 4 9 41 129 0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑨ビジネスインテリジ ンス（BI）（ 998）
（導入率順）

・12年度は、新規テクノロ
ジーとして 「特定の個別テ 4.2

6.2

7.0

18.8

16.1

29.5

6.2

4.9

8.4

2.7

2.6

41.1

84.5

18.5

21.8

29.0

2 6

12.4

46.7

36.9

⑨ビジネスインテリジェンス（BI）（n=998）

①ホスト型仮想デスクトップ（n=994）

⑫モバイル端末管理（MDM）（n=993）

③マシン対マシン・コミュニケーション・サービス（n=1005）

普
及

期

ロ
ジ

ー

ジ として、「特定の個別テ
クノロジー」、さらに範囲の
広い「方法論・フレームワー
ク」と大きく分類した。

3.9

3.9

2.2

8.9

9.3

2.4

1.2

1.42.1

3.5

2.6

1.1

12.7

83.8

78.7

85.0

⑤インメモリ・データベース管理システム（n=1005）

②HTML5（n=994）

⑪タレントマネジメント（n=997）

検
討

期

個
別

テ
ク

ノ
ロ

・個別テクノロジーは、「導入
済み」から「検討中」までの
合計値が50％に近い「普及
期 合計値が

1.9 5.3

16.6

13.2

1.2

2.1

5.9

90.5

95.4

67.3

70.66.3

9.1

0.4
0.7

3.9

4.8

1.1

2.7
0.8

④メッシュ・ネットワーク：センサー（n=999）

⑥自然言語による質疑応答システム（n=1005）

⑩マスターデータ管理（n=995）

⑧サービス志向アーキテクチャー（SOA）（n=997）

誕
生

期

法
論

、
ー

ム
ワ

ー
ク

期」、合計値が10％～30％
の「検討期」、合計値が10％
以下の「誕生期」のグルー
プに分かれる。

12.0 4.3 75.95.0 2.8⑦エンタープライズアーキテクチャー（EA）（n=998）

方
法

フ
レ

ー

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

・昨年度までのｸﾗｳﾄﾞ、ｽﾏﾎ、
ﾀﾌﾞﾚｯﾄは本格導入が進んだ
ため 「IT基盤」「ｸﾗｲｱﾝﾄ環

・「試験導入中・導入準備中」の割合が高い「モバイル端末管理（MDM）」
（12.4％）と、「ホスト型仮想デスクトップ」（7.0％）は、今後、導入率が大きく
伸びると予想される

（C）JUAS 2013

ため、「IT基盤」「ｸﾗｲｱﾝﾄ環
境」「ｼｽﾃﾑ開発」等で調査
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＜ﾓﾊﾞｲﾙ端末管理（MDM）＞業務のためにｽﾏｰﾄﾌｫﾝやﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末を
導入する企業が増加。管理の必要性も高まり、ﾓﾊﾞｲﾙ端末を統一ﾎﾟﾘｼ

の下で管理し 紛失 盗難対策も備えた製品 ｻ ﾋﾞｽに関心が高まるｰの下で管理し、紛失・盗難対策も備えた製品、ｻｰﾋ ｽに関心が高まる

 0% 20% 40% 60% 80% 100%
売上高別 モバイル端

9.3

12.4

7.6

29.4

25.6

2.8

3.1

37.218.1

54.3

全体（n=959）

100億円未満（n=289）

売上高別 モバイル端
末管理（MDM）の導入
状況

15.8

29.9

32.1

32.2

3.1

1.7 14.921.3

11.2 37.8100億～1000億円未満（n=455）

1000億～1兆円未満（n=174）

・全体では 「導入済み」が
18.1％、「試験導入中・導入
準備中」が12.4％、「検討
中」が29 4％となった。

56.1 14.6 2.422.0 4.91兆円以上（n=41）

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

中」が29.4％となった。

・「検討中」の比率は規模を
問わず高いことから、今後
の急速な普及が予想される 導入済み 試験導入中 導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討の急速な普及が予想される。

・売上高別に見ると1兆円以
上のグループが非常に高い
導入率を示し いる導入率を示している

（C）JUAS 2013 14



＜HTML5 ＞次世代のHTMLとして提案されている規格で、WebにRIA
（Rich Internet Application）的な能力を持たせることができる。検討中
の企業は全体の1割 規模に比例して導入意欲が高まるの企業は全体の1割、規模に比例して導入意欲が高まる。

売上高別 HTML5の 0% 20% 40% 60% 80% 100%売上高別 HTML5の
導入状況

2.4

4.1

4.2

12.8

11.1

1.2

0.7

78.43.5

81.7

全体（n=961）

100億円未満（n=289）

・売上高1兆円以上の企業は、
「導入済み」が13.2％、「試
験導入中・導入準備中」が
15 8％となり、合わせて3割

3.1 9.8

20 0

1.5

1 1 69 74 6 4 6

2.8 82.8100億～1000億円未満（n=459）

1000億～1兆円未満（n=175）15.8％となり、合わせて3割
近くの企業が導入すること
になる。

・HTML5に対する導入意欲

20.0

28.9

1.1

2.6

69.7

13.2

4.6 4.6

15.8 39.5

1000億 1兆円未満（n 175）

1兆円以上（n=38）

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討・HTML5に対する導入意欲
が高い背景としては、急速
に普及しつつあるｽﾏｰﾄﾌｫﾝ
やﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末について、機
種ごとの対応が簡単になる

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

種ごとの対応が簡単になる
点と、ﾋﾞﾃﾞｵや音声といったﾏ
ﾙﾁﾒﾃﾞｨｱのｺﾝﾃﾝﾂを容易に
扱える点が挙げられる。

（C）JUAS 2013 15



＜ｲﾝﾒﾓﾘ・ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ管理ｼｽﾃﾑ＞
ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀに対する迅速なｱﾅﾘﾃｨｸｽや、Webサイトなどの大量ﾃﾞｰﾀか
ら検索する際にｷ となるﾃｸﾉﾛｼﾞ 大企業を中心に導入 検討が進むら検索する際にｷｰとなるﾃｸﾉﾛｼ ｰ。大企業を中心に導入、検討が進む

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0
（%）年度別 ｲﾝﾒﾓﾘ・ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰ

管 導 状 3.9

3.7 2.6

8.5

10.5

1.1
インメモリ・データベース管理システム

　12年度（n=972）

11年度（n=1010）

ｽ管理ｼｽﾃﾑの導入状況

・前回調査（11年度）に比べる
と「導入済み」は微増したが

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中

と「導入済み」は微増したが、
「試験導入中・導入準備中」は
大きく減った。全体としては、
踊り場に差し掛かった

 

8.5 2.4 84.13.9
1 1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=972）

売上高別 ｲﾝﾒﾓﾘ・ﾃﾞｰﾀ
ﾍﾞｰｽ管理ｼｽﾃﾑの導入状

2.0

2.6

8.5

4.4

6.7

2.4

1.7

2.8

84.13.9

0.4

1.1

0.0

87.5

91.9

全体（n 972）

100億円未満（n=295）

100億～1000億円未満（n=463）

管 ﾃ 導入状
況

・売上高1兆円以上の企業で
は 「導入済み」が18 4％

17.0

23.7

1.1 72.27.4

18.4 13.2

2.3

7.9 36.8

1000億～1兆円未満（n=176）

1兆円以上（n=38）

導入済み 試験導入中 導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

は、「導入済み」が18.4％、
「試験導入中・導入準備中」
が13.2％、「検討中」が
23.7％となった。

（C）JUAS 2013 16

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討



＜ﾀﾚﾝﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ＞人材の採用、選抜、適材適所、ﾘｰﾀﾞｰの育成・開発、
評価、報酬、後継者養成等の人材ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄのﾌﾟﾛｾｽを支援するﾀﾚﾝﾄﾏ
ﾈｼﾞﾒﾝﾄは 大企業で検討が始まるﾈｼ ﾒﾝﾄは、大企業で検討が始まる

0% 20% 40% 60% 80% 100%売上高別 ﾀﾚﾝﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
導 状 9.3

5.1

7 3

1.3

0.7

1 3

85.2

1.1

0.7

2.0
2.2

1.0

88 8

92.5

全体（n=964）

100億円未満（n=293）

100億～1000億円未満（n=455）

の導入状況

・1兆円以上の企業では、「導
入済み」が12 5％ 「試験導入 7.3

17.6

27.5

1.3

1.7 72.24.0

12.5 7.5

1.5

4.5

5.0

88.8

47.5

100億～1000億円未満（n=455）

1000億～1兆円未満（n=176）

1兆円以上（n=40）

入済み」が12.5％、「試験導入
中・導入準備中」が7.5％、「検
討中」が27.5％である。適材
適所の配置を支援する必要と、
ｸﾞﾛ ﾊﾞﾙ化の影響が考えられ

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

ｸ ﾛｰﾊ ﾙ化の影響が考えられ
る

 

7.7 19.2 3.87.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

既に海外進出している（n=26）

（%）ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化の状況別 ﾀﾚ
ﾝﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの導入状況

8.5

1.9

8.5

3.8

14.6

21.2

1.2

1.9

今後、海外進出を予定している（n=82）

海外進出の予定は当面ない（n=52）

・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙに活動している企
業では、専門的な能力を
持った人材の活用地域が広
が

（C）JUAS 2013 17

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り

がるためと考えられる



＜ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞｱｰｷﾃｸﾁｬｰ(EA）＞企業のﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽ、ﾃﾞｰﾀ、ｱﾌﾟﾘｹｰ
ｼｮﾝ、IT基盤全体を体系的に整理し、包含するEA。 「導入済み」が5.0
％に過ぎないが 1兆円以上の企業では1/3が導入済み％に過ぎないが、1兆円以上の企業では1/3が導入済み

 0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

エンタ プライズア キテクチャ （EA）

（%）年度別 ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞｱｰｷ
導 状 5.0

6.6 2.4

11.9

13.8

2.7
エンタープライズアーキテクチャー（EA）

　12年度（n=965）

11年度（n=996）

ﾃｸﾁｬｰ(EA）の導入状況

・導入率は頭打ち。一度EAを
構築したもののその後のﾋﾞｼﾞ

4.9 3.1 17.710年度（n=1112）

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中

ﾈｽやｼｽﾃﾑの変化に対応でき
なかったり、検討したものの
自社の手に余るという判断で
あきらめたり、などの理由が

 

11 9 4 4 76 15 0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=965）

あきらめたり、などの理由が
考えられる。

売上高別 ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ
ｱｰｷﾃｸﾁｬｰ(EA）の導入 11.9

7.6

10.3

4.4

3.1

3.7

76.1

2.0

2.4

5.0

2 0

2.7

1.0

82.1

85.9

全体（n=965）

100億円未満（n=291）

100億～1000億円未満（n=457）

ｱ ｷﾃｸﾁｬ (EA）の導入
状況

・業務が複雑な大企業ほど
必要性が高まることを反映

20.3

25.0

56.510.2

35.0 7.5

2.0

6.2 6.8

10.0 22.5

1000億～1兆円未満（n=177）

1兆円以上（n=40）

必要性が高まることを反映
して、売上高1兆円以上の
企業では、「導入済み」が
35.0％、「試験導入中・導入
準備中」が7 5％ 「検討中」

（C）JUAS 2013 18

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

準備中」が7.5％、「検討中」
が25.0％となった。



＜ｻｰﾋﾞｽ志向ｱｰｷﾃｸﾁｬｰ（SOA） ＞ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの構成単位に合わ
せて構築・整理されたｿﾌﾄｳｪｱ部品や機能を相互に連携し、柔軟なｴﾝﾀ

ﾌﾟﾗｲｽﾞ ｼｽﾃﾑ 企業間ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽ実行ｼｽﾃﾑを構築するｰﾌ ﾗｲｽ ・ｼｽﾃﾑ、企業間ﾋ ｼ ﾈｽﾌ ﾛｾｽ実行ｼｽﾃﾑを構築する

 0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

サ ビ 志向 キ ク （ ）

（%）年度別 ｻｰﾋﾞｽ志向ｱｰｷ
導 状 6.2

5.3 2.3

13.1

15.9

3.9
サービス志向アーキテクチャー（SOA）

　12年度（n=964）

11年度（n=995）

ﾃｸﾁｬｰ（SOA）の導入状
況

・導入率は頭打ち。ﾌﾟﾛｾｽ指向

4.2 3.5 20.410年度（n=1114）

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中

型の開発からｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ指向
のSOAに切り替えることのﾊｰ
ﾄﾞﾙの高さによるものと考えら
れる

 

13.1 5.9 70.96.2 3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=964）

れる

売上高別 ｻｰﾋﾞｽ志向ｱｰ
ｷﾃｸﾁｬｰ（SOA）の導入状 13.1

7.9

12.5

5.9

2.7

5.7

70.9

3.5

2.4

6.2

3.1

3.9

1.0

75.2

85.9

全体（n 964）

100億円未満（n=291）

100億～1000億円未満（n=456）

ｷﾃｸﾁｬ （SOA）の導入状
況

・企業規模が大きく、複雑性
が高い企業ほどその必要性

20.5

24.4

47.211.9

39.0 12.2

9.1 11.4

7.3 17.1

1000億～1兆円未満（n=176）

1兆円以上（n=41）

導 済 試験導 中 導 準備中 検討中 検討後 送 未検討

が高い企業ほどその必要性
が高く、売上高1兆円以上の
企業では、「導入済み」が
39.0％、「試験導入中・導入
準備中」が12 2％ 「検討

（C）JUAS 2013 19

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討準備中」が12.2％、「検討
中」が24.4％となった。



＜ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀへの取り組み状況＞
ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀの活用について、前向きの姿勢を示す企業が多く、3年後、
大きな導入の動きが出てくると考えられる大きな導入の動きが出てくると考えられる

ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀの活用状況
状 今後 年後

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現状、今後（3年後）の予測 16.7

29.9

2.9

2.2

74.1

8.7

3.52.7

10.9 48.3

現状（n=1021）

今後（3年後）（n=1009）

導入済み 試験導入中 導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

・3年後の予測では、「導入済
み」が8.7％、「試験導入中・導

11.2 3.1 81.02.4 2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満（n=295）

現状

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討
入準備中」が10.9％、「検討
中」が29.9％となり、検討中を
含めると49.5％の企業が検討
までの段階に進む

13.0

28.5

42.9

3.0

3.4

31.0

6.7

2.5

11.9

2.2

11.9

2.3

2.4

59.2

79.2100億～1000億円未満（n=471）

1000億～1兆円未満（n=179）

1兆円以上（n=42）

売上高別 ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀの
活用状況（現状）

までの段階に進む

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討
・売上高1兆円以上の企業は検
討中までの比率も極めて大き
く、ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀの活用も大企業
から進んでいくと考えられる

13 0 2 8 79 92 5 1 8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Bt B企業（ビジネスユ ザ 向け）（ =601）

現状

から進んで くと考えられる
13.0

25.0

21.6

2.8

2.3

2.5

79.9

5.5

4.7

2.5

6.5

1.8

1.7

63.8

66.3

BtoB企業（ビジネスユーザー向け）（n=601）

BtoC企業（一般消費者向け）（n=172）

BtoBかつBtoC（n=199）主たるサービス別 ﾋﾞｯｸﾞ
ﾃﾞｰﾀの活用状況（現状）

・本調査では、ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀを、単にﾃﾞｰﾀの量が巨大なだけではなく、多様性があり、処理の速さも求めら
れ、処理の複雑性も高い対象（ｾﾝｻｰ情報、ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱの投稿、ﾈｯﾄ上の写真や映像など）から、ﾋﾞｼﾞ
ﾈｽへの貢献に役立つ情報を得ることと定義した 20

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討
ﾃ ｰﾀの活用状況（現状）



ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ活用は外部とのやり取りを中心に検討、顧客への動的な分
析を活用してﾋﾞｼﾞﾈｽへの貢献を目的に析を活用してﾋ ｼ ﾈｽへの貢献を目的に

 

66 0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

顧客データ

（％）ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ活用の対象ﾃﾞｰ
種類 複数 答

66.0

64.1

33.8

26.7

25 4

顧客デ タ

取引データ

財務データ

Webアクセスログ

IT機器のログ

ﾀの種類（複数回答）

・ 「顧客ﾃﾞｰﾀ」が66.0％、「取
引ﾃﾞｰﾀ」が64.1％、「財務ﾃﾞｰ

25.4

25.4

24.0

12.2

12 0

IT機器のログ

電子メール等

ソーシャルメディア

センサー情報

外部情報

ﾀ」が33.8％、「Webｱｸｾｽ」が
26.7％、「IT機器のﾛｸﾞ」が
25.4％、「電子ﾒｰﾙ等」が
25.4％、「ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱ」が

ﾋﾞ ｸﾞﾃﾞ ﾀ活用時に検討

12.0

11.3

5.3

3.6

外部情報

その他のログ

科学技術データ

その他

（n=524）

25.4％、 ｿ ｼｬﾙﾒﾃ ｨｱ」が
24.0％であった

 

47.1

31.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

インメモリーDBMS

Hadoop

（％）

ﾋ ｯｸ ﾃ ｰﾀ活用時に検討
しているﾃｸﾉﾛｼﾞｰ
（複数回答）

28.2

22.3

13.6

データベースアプライアンス

列ストア方式のDBMS

noSQL

・「ｲﾝﾒﾓﾘｰDBMS」が47.1％、
「Hadoop」が31.6％、「ﾃﾞｰﾀ
ﾍﾞｰｽｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ」が28.2％、
「列ｽﾄｱ方式のDBMS」が
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7.1

3.1

MapReduce

その他
（n=323）

「列ｽﾄｱ方式のDBMS」が
22.3％が主な検討対象



主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

主な調査結果

2. トピックス
① 新規テクノロジーの採用
② システム開発② システム開発
③ IT基盤
④ クライアント環境

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの提案
② 情報セキュリティ② 情報セキュリティ

4. 定点観測
① IT予算① IT予算
② IT投資マネジメント
③ IT推進組織・IT人材
④ グローバルIT戦略

（C）JUAS 2013

⑤ BCP

22



＜基幹系業務ｼｽﾃﾑ＞ﾉﾝｺｱ業務はｼｽﾃﾑを外部調達する方向へ。受
発注、仕入・在庫管理、生産・商品、物流、顧客管理は「自社開発」が
約半数 対して財務会計 人事 総務は「ﾊﾟ ｹ ｼﾞ」が約8割約半数。対して財務会計、人事・総務は「ﾊ ｯｹｰｼ 」が約8割。

 

44.7 40.0 6.2 9.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

12年度・今後（3年後）（n=983）基幹系業務システムの 44.7

56.6

59.0

42.1

53 4

40.0

30.4

26.4

40.0

31 7

6.2

2.5

3.2

5.6

1 8 13 1

9.2

10.5

11.4

12.2

12年度 今後（3年後）（n 983）

12年度・現在（n=1010）

09年度・現在（n=970）

12年度・今後（3年後）（n=974）

12年度 現在（ 1006）

①
受

発
注

在
庫

管
理

開発形態（3年前、現在、
3年後予測）

「ｸﾗｳﾄﾞ」は 現在の調達手段 53.4

59.0

36.8

45.1

31.7

26.6

37.0

29.5

1.8

2.4

3.5

13.1

12.0

0.8

22.7

24.5

12年度・現在（n=1006）

09年度・現在（n=965）

12年度・今後（3年後）（n=962）

12年度・現在（n=999）

②
仕

入
･在

生
産

･商
品

・「ｸﾗｳﾄ 」は、現在の調達手段
としては、概ね1％～3％程度
の導入。現時点で導入割合
が比較的高い分野は、⑤顧

49.8

35.6

42.1

45.0

24.1

30.6

23.6

20.2

1.2

1.6

24.9

29.54.3

1.7 32.6

33.2

09年度・現在（n=949）

12年度・今後（3年後）（n=958）

12年度・現在（n=994）

09年度・現在（n=949）

③
生

④
物

流
客管理、⑦人事・総務。

・現在と今後（3年後）の差に着
目すると 全体的に自社開発

37.5

48.5

52.4

12.5

37.8

26.0

22.9

77.9

3.5

2.9 21.8

10.2

7.0

14.5

22.0

2.5

12年度・今後（3年後）（n=981）

12年度・現在（n=1006）

09年度・現在（n=971）

12年度・今後（3年後）（n=993）

⑤
顧

客
管

理
計

目すると、全体的に自社開発
が10ﾎﾟｲﾝﾄ程度減り、その分
がﾊﾟｯｹｰｼﾞやｸﾗｳﾄﾞにｼﾌﾄして
いる。

18.6

23.6

10.0

13 6

78.3

73.7

75.2

76 9

1.8

3 0

5.7

1.3

9.2

1.3

1.3

6 6

12年度 今後（3年後）（n 993）

12年度・現在（n=1015）

09年度・現在（n=981）

12年度・今後（3年後）（n=994）

年度 現在（ ）

⑥
財

務
会

計
･総

務

・⑤顧客管理では、「導入なし」
が大きく減少、ｼｽﾃﾑ導入意
欲・関心が高い業務分野であ
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13.6

18.0

76.9

72.3

3.0

2.5

6.6

7.3

12年度・現在（n=1016）

09年度・現在（n=977）⑦
人

事

主に自社開発 主にパッケージ 主にクラウド（含むASP） 導入なし

欲 関心 高 業務分野 あ
るといえる



＜情報系業務ｼｽﾃﾑ＞現在すでにﾒｰﾙ、社外向け広報（Web等）では
25％前後、掲示板・電子会議室・予定表等でも11.6％の企業でｸﾗｳﾄﾞ
が導入されている 売上高の小さい企業ほどｸﾗｳﾄﾞ導入率は高いが導入されている。売上高の小さい企業ほどｸﾗｳﾄ 導入率は高い。

情報系業務ｼｽﾃﾑの開
3 5 53 0 41 3 2 2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

12年度 今後（3年後）（ 982）
情
発形態（3年前、現在、3
年後予測）

・基幹系業務ｼｽﾃﾑのｸﾗｳﾄﾞの

3.5

5.6

8.2

6.8

10 0

53.0

68.9

78.9

55.3

71 7

41.3

24.4

11.9

33.1

11 6 6 7

2.2

1.1

0.9

4.9

12年度・今後（3年後）（n=982）

12年度・現在（n=1015）

09年度（n=954）

12年度・今後（3年後）（n=977）

12年度 現在（ 1015）

⑧
メ

ー
ル

示
板

、

議
室

、

表
等

基幹系業務ｼｽﾃﾑのｸﾗｳﾄ の
割合は1～3％という数字であ
るから、情報系業務ｼｽﾃﾑで
は明らかにｸﾗｳﾄﾞの割合が高
い

10.0

11.3

30.6

38.9

71.7

75.0

27.4

29.2

11.6

5.0

36.3

6.7

8.6

25.8

5.8

6.2

12年度・現在（n=1015）

09年度（n=953）

12年度・今後（3年後）（n=965）

12年度・現在（n=1005）

年度（ ）
⑨

掲
示

電
子

会
議

予
定

表

⑩
社

外
向

け

報
（
W

E
B
等

）

い。

 
5.8 56.8 35.6 1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満（n=292）
売上高別 情報系業務ｼ
ｽﾃﾑの開発形態（現在と

47.2 25.2 16.2 11.409年度（n=940）⑩

広
報

主に自社開発 主にパッケージ 主にクラウド（含むASP） 導入なし

・情報系業務ｼｽﾃﾑは 業種業

5.9

5.6

5.0

7 .9

71 .8

78.0

85.0

62.7

21.3

16.4

10.0

17.1 12.3

1.1

0.0

0.0

100億～1000億円未満（n=475）

1000億～1兆円未満（n=177）

1兆円以上（n=40）

100億円未満（n=292）

⑧
メ

ー
ル

子 等

ｽﾃﾑの開発形態（現在と
今後）

・情報系業務ｼｽﾃﾑは、業種業
態による違いがあまりなく、ｸﾗ
ｳﾄﾞ化しやすい領域であり、ま
た各ﾍﾞﾝﾀﾞｰの提供ｻ-ﾋﾞｽも一
般化してきたためと推察され

10.3

12.4

15.0

34.9

74.7

78.5

72.5

27.0

9.5

7 .3

29.8

5 .5

8.3

12.5

1.7

0.0

100億～1000億円未満（n=475）

1000億～1兆円未満（n=177）

1兆円以上（n=40）

100億円未満（n=289）

⑨
掲

示
板

、
電

子

会
議

室
、

予
定

表

報
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般化してきたためと推察され
る。

35.5

50.9

65.8

32.6

22.3

26.3 7.9

7.024.9

24.6 2.3

0.0

100億～1000億円未満（n=473）

1000億～1兆円未満（n=175）

1兆円以上（n=38）⑩
社

外
向

け
広

報

（
W

e
b等

）

主に自社開発 主にパッケージ 主にクラウド(含むASP) 導入なし



＜業務ｼｽﾃﾑの今後の調達手段選択理由＞「競争優位性の獲得」、「ｺ
ｽﾄ削減」、「ｽﾋﾟｰﾄﾞ重視」、「品質」から調査。ﾉﾝｺｱな業務とｺｱな業務を
峻別し ﾉﾝｺｱな業務はｺｽﾄ削減重視という姿勢が確認できる

 0% 20% 40% 60% 80% 100%

峻別し、ﾉﾝｺｱな業務はｺｽﾄ削減重視という姿勢が確認できる

業務システム 今後の調
基幹系

20.9

18.9

20 3

36.7

39.6

39 6

14.4

13.0

12 5

28.0

28.5

27 6

①受発注（n=881）

②仕入・在庫管理（n=856）

③生産・商品（n=785）

達手段選択の理由

・いずれの業務ｼｽﾃﾑでも「ｺｽﾄ
削減」の比率が最も高い点は 20.3

21.4

27.0

39.6

41.7

33.5

12.5

13.0

14.0

27.6

23.9

25.6

③生産 商品（n 785）

④物流（n=762）

⑤顧客管理（n=852）

削減」の比率が最も高い点は
共通。

・特に⑥財務会計と⑦人事・総
務は「競争優位性の獲得」の

5.7

5.0

42.6

48.1

17.4

13.8

34.4

33.2

⑥財務会計（n=916）

⑦人事・総務（n=907）

競争優位性 獲得 削減 ピ ド重視 質

務は「競争優位性の獲得」の
比率が少なく、「ｺｽﾄ削減」の
比率が高い。

情報系 削減重視 た 競争優位性の獲得 コスト削減 スピード重視 品質・情報系ではｺｽﾄ削減重視。た
だし、⑩社外向け広報（Web
等）は、情報系の中では競争
優位性を重視する割合が若

 

4.8 51.4 17.7 26.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑧メール（n=913）

情報系

干高い。会社としての対外的
な「顔」になる部分であり、ｺｱ
な業務と認識している企業の
割合が多いと推察される。

5.8

13.3

54.1

45.1

18.9

15.5

21.1

26.1

⑨掲示板、電子
会議室、予定表等（n=908）

⑩社外向け広報
（Web等）（n=894）
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割合が多いと推察される。

・

（Web等）（n=894）

競争優位性の獲得 コスト削減 スピード重視 品質



＜今後の調達手段選択の理由＞調達手段と調達手段選択理由の関
係を見ると、ｸﾗｳﾄﾞは「ｺｽﾄ削減」、自社開発は「競争優位性の獲得」。
ｼｽﾃﾑ化の目的により 調達手段を選んでいるｼｽﾃﾑ化の目的により、調達手段を選んでいる

 物流 0% 20% 40% 60% 80% 100%基幹系業務システム
今後 達 択

物流

18.5

27.7

40.4

34.9

15.2

11.2

25.9

26.2

全体（n=633）

主に自社開発（n=321）

今後の調達手段選択の
理由（物流・財務会計）

・今後の調達手段が主にｸﾗｳﾄﾞ
9.6

5.0

43.8

62.5

20.2

12.5

26.5

20.0

主にパッケージ（n=272）

主にクラウド(含むASP)（n=40）

ﾗ
であれば、その理由はｺｽﾄ削
減が多い。主に自社開発であ
れば、競争優位性の確保であ
る割合が 他の調達手段に比

競争優位性の獲得 コスト削減 スピード重視 品質

 ⑥財務会計 0% 20% 40% 60% 80% 100%

る割合が、他の調達手段に比
べて高くなる傾向がある。

・「ｽﾋﾟｰﾄﾞ重視」の比率が最も
高かった調達手段は ﾊﾟｯｹ

財務会計

5.5

12.6

42.6

40.5

17.5

15.3

34.4

31.5

全体（n=904）

主に自社開発（n=111）

高かった調達手段は、ﾊ ｯｹｰ
ｼﾞ。世の中ではｸﾗｳﾄﾞ／SaaS
の利点として導入ｽﾋﾟｰﾄﾞが言
われているものの、企業の意
識 ﾟ ﾞ重視だ 4.4

6.0

41.6

56.7

18.2

13.4

35.8

23.9

主にパッケージ（n=726）

主にクラウド(含むASP)（n=67）

識としては、ｽﾋﾟｰﾄﾞ重視だか
らといって必ずしもｸﾗｳﾄﾞとい
う選択がﾒｲﾝというところまで
は至っていないようだ。
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競争優位性の獲得 コスト削減 スピード重視 品質



＜業務ｼｽﾃﾑへのｸﾗｳﾄﾞ導入状況＞
基幹系業務ｼｽﾃﾑに比べ、情報系業務ｼｽﾃﾑで本格的に導入が進む。
特にﾒ ﾙはｸﾗｳﾄﾞ導入の関心が高く 1/4が導入済み 検討中も約2割特にﾒｰﾙはｸﾗｳﾄ 導入の関心が高く、1/4が導入済み、検討中も約2割

基幹系業務ｼｽﾃﾑ
時点 ｳ ﾞ導 状

 

3 1 8 8 11 5 75 5
1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①受発注（ 999）

基幹系

現時点のｸﾗｳﾄﾞ導入状況

・基幹系で導入済みは概ね2
～3％

3.1

2.6

1.9

8.8

8.9

6.5

11.5

11.0

10.5

75.5

1.1

0.9

0 9

76.4

80.1

①受発注（n=999）

②仕入・在庫管理（n=992）

③生産・商品（n=987）

・ただし、「⑤顧客管理」では
導入済みの割合が若干高く、
4.6％。試験導入中・導入準
備中も2 5％と 他の分野に

2.6

4.6

2.8

6.9

10.5

10.2

9.8

12.0

14.0

79.8
0.9

2.5

1.7

70.4

71.2

④物流（n=983）

⑤顧客管理（n=993）

⑥財務会計（n=998）

備中も2.5％と、他の分野に
比べて高く、ｸﾗｳﾄﾞへの関心
の高さがうかがえる

3.2 11.2 13.4
1.5

70.7⑦人事・総務（n=1000）

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

情報系情報系業務ｼｽﾃﾑ
現時点のｸﾗｳﾄﾞ導入状況 25.2

13.8

22.4

26.2

14.8

16.2

32.05.6

6.0 37.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑧メール（n=1008）

⑨掲示板、電子
会議室 定表等

・試験導入中・導入準備中の

情報系

13.8

21.6

26.2

17.5

16.2

9.1

6.0

2.3

37.9

49.5

会議室、予定表等（n=1003）

⑩社外向け広報（Web等）（n=990）

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

試験導入中 導入準備中の
企業も入れると、情報系の業
務ｼｽﾃﾑでは、2割～3割程度
の企業でｸﾗｳﾄﾞを導入

（C）JUAS 2013 27



＜委託先選定＞ｸﾗｳﾄﾞの委託先選定時は「ｺｽﾄ」を最重要視。次に重
要なﾎﾟｲﾝﾄは「ｸﾗｳﾄﾞﾍﾞﾝﾀﾞｰの信頼度」と「ｾｷｭﾘﾃｨへの取り組み」。「ｻｰ
ﾋﾞｽの稼働時間」は ある程度割り切 た上でｸﾗｳﾄﾞを選択しているﾋ ｽの稼働時間」は、ある程度割り切った上でｸﾗｳﾄ を選択している

売上高別
情報系業務

 
32 .9 4 .5 18 .8 34 .69 .2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億 円 未 満 （n=292）

情報系業務ｼｽﾃﾑ
現時点のｸﾗｳﾄﾞ導入状況

23.4

17 .6

15 .0

19 .5

3 .8

8 .5

22 .5

5 .6

23 .6

29 .0

7 .5

23 .0 12 .9

33 .0

25 .6

32 .5

39 .0

16 .2

19 .3

22 .5

100億 ～ 1000億 円 未 満 （n=470）

1000億 ～ 1兆 円 未 満 （n=176）

1兆 円 以 上 （n=40）

100億 円 未 満 （n=287）

⑧
メ

ー
ル

電
子

定
表

等

1 0 .6

10 .2

15 .0

26 .3

20 .6

5 .3

9 .1

7 .5

2 .8

2 .4

26 .6

31 .8

15 .4

17 .7

7 .0

10 .3

39 .8

31 .8

35 .0

48 .4

48 .5

20 .0

18 .2

17 .0

22 .5

100億 ～ 1000億 円 未 満 （n=470）

1000億 ～ 1兆 円 未 満 （n=176）

1兆 円 以 上 （n=40）

100億 円 未 満 （n=285）

100億 ～ 1000億 円 未 満 （n=466）
⑨

掲
示

板
、

電

会
議

室
、

予
定

け
広

報

等
）

0 0 20 0 40 0 60 0 80 0

ｸﾗｳﾄﾞの委託先選定の際
に重視する点（1位 3位）

16.9

18 .4

2 .3

0 .0 18 .4

55 .2

52 .6

15 .7 9 .9

10 .5

1000億 ～ 1兆 円 未 満 （n=172）

1兆 円 以 上 （n=38）⑩
社

外
向

（
W

e
b等

導入 済 み 試験 導 入中 ・導入 準 備中 検 討 中 検 討後 見 送り 未 検 討

2 6 .3

2 3 .4

1 5 .1

1 6 .5

1 5 .7

1 9 .6

1 3 .8

1 6 .1

2 8 .4

0 .0 20 .0 40 .0 60 .0 80 .0

コ ス ト

ク ラ ウ ド ベ ン ダ ー の 信 頼 度

セ キ ュ リ テ ィ へ の 取 り 組 み

（ ％ ）に重視する点（1位～3位）

・売上高別に分析すると、少し
傾向が変わる。1兆円以上の
企業では 1位の比率が最も

1 4 .7

9 .7

6 .3

9 .1

1 3 .5

9 .0

1 0 .9

1 3 .6

8 .7

デ ー タ 消 失 リ ス ク

サ ー ビ ス の 機 能

サ ー ビ ス の 稼 動 時 間 （ 信 頼 性 ）

デ

企業では、1位の比率が最も
高いのは「セキュリティへの
取り組み」（30.8％）。セキュリ
ティへの意識が高く、また、

4 .4

0 .1

6 .9 1 5 .1

0 .7
2 .3

既 存 社 内 シ ス テ ム と の デ ー タ 連 携

サ ー ビ ス 開 始 ま で の 期 間

1 位 （n =9 71 ）

2 位 （n =9 67 ）

3 位 （n =9 56 ）

（C）JUAS 2013

何かあった時の影響も大き
いためと推察される
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＜ｼｽﾃﾑ開発の委託先選定基準＞通常のｼｽﾃﾑ開発は明文化された
基準は約3割。一方、ｸﾗｳﾄﾞ独自の委託先選定基準は2.8％に過ぎず、
従来のｼｽﾃﾑ開発と同じ基準を約2割が利用しており 1/4が検討中従来のｼｽﾃﾑ開発と同じ基準を約2割が利用しており、1/4が検討中。

 0% 20% 40% 60% 80% 100%

売上高別
29.9

24.7

27.1

21.2

12.2

11.1

30.8

43.1

全体（n=981）

100億円未満（n=288）

売上高別
システム開発の委託
先選定基準の有無

30.0

33.7

48.8

28.1

34.8

24.4

11.8

16.3

7.3

30.2

19.5

15.2

100億～1000億円未満（n=474）

1000億～1兆円未満（n=178）

1兆円以上（n=41）

明文化された基準がある 基準はあるが明文化されていない 検討中 検討予定なし

 0% 20% 40% 60% 80% 100%
売上高別

2.7

1.7

0 6

21.2

17.7

22 2

24.6

21.2

22 9

51.5

59.4

54 2

全体（n=978）

100億円未満（n=288）

100億 1000億円未満（ 472）

クラウドの委託先選定
基準の有無

・ｸﾗｳﾄﾞは主に情報系の業
0.6

6.7

15.0

22.2

23.0

25.0

22.9

32.6

35.0

54.2

25.0

37.6

100億～1000億円未満（n=472）

1000億～1兆円未満（n=178）

1兆円以上（n=40）

務ｼｽﾃﾑを中心に導入・検
討が増加しているが、ｸﾗｳ
ﾄﾞ独自の委託先選定基準
はまだまだ未整備。現時

（C）JUAS 2013 29

クラウド独自の明文化された基準がある 従来のシステム開発基準と同じ基準を利用している 検討中 検討予定なし

はまだまだ未整備。現時
点では手探りの企業が多
い



主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

主な調査結果

2. トピックス
① 新規テクノロジーの採用
② システム開発② システム開発
③ IT基盤
④ クライアント環境

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの提案
② 情報セキュリティ② 情報セキュリティ

4. 定点観測
① IT予算① IT予算
② IT投資マネジメント
③ IT推進組織・IT人材
④ グローバルIT戦略

（C）JUAS 2013

⑤ BCP
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＜ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｸﾗｳﾄﾞ導入状況＞売上高1兆円以上の企業では7割が導入
済み。大企業を中心に導入が進む。調達・運用形態は、ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰは
ITﾍﾞﾝﾀﾞ から借用 ﾊ ﾄﾞｳ ｱは自社資産とする割合が高い

9.9 15.7 4.7 14.0 8.4 47.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=998)

ITﾍ ﾝﾀ ｰから借用、ﾊｰﾄ ｳｪｱは自社資産とする割合が高い

年度別 売上高別
ﾟ ﾞ ｳ ﾞ導 状

9.9

4.2

7.1

19.8

15.7

11.2

12.3

27.1

4.7

3.9

4.1

8.5

14.0

12.3

13.8

18.1

8.4

9.1

9.7

4.5

47.2

59.3

53.0

22.0

全体（n 998)

100億円未満（n=285)

100億～1000億円未満（n=464)

1000億～1兆円未満（n=177)

1
2
年

度

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｸﾗｳﾄﾞ導入状況

・全体では「導入済み」が
17.9%→25.6%と7.8ﾎﾟｲﾝﾄ増加。

37.5 32.5

17.9

12.5

5.0

2.9

1.5

15.0

22.8

18.2

7.5

5.9

5.3

2.5

50.5

62.5

1兆円以上（n=40)

全体（n=1001)

100億円未満（n=264)

一方、「検討中」は
22.8%→14.0%と8.8ﾎﾟｲﾝﾄ減少
しており、「検討後見送り」が
5.9%→8.4%と2.5ポイント増加。

11.9

30.5

64.4

2.4

5.3

6.7

22.0

33.2

15.6

7.3

3.7

2.2

56.4

27.3

11.1

100億～1000億円未満（n=505)

1000億～1兆円未満（n=187)

1兆円以上（n=45)

1
1
年

度

5.9% 8.4%と2.5ポイント増加。

・売上高1兆円以上の企業で
は、37.5%が3年以上前に導
入・構築済み

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3年以上前に導入・構築済み 3年以内に導入・構築済み 現在、試験導入・導入準備中

現在、計画・検討中 検討後に導入・構築を見送った 未検討

入・構築済み

ﾟ ｲ ﾞ ﾄｸ ｳﾄﾞ調達 運
35.5

54.3

64.5

45.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

データセンター（n=428）

ハードウェア（サーバーなど）（n=433）

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｸﾗｳﾄﾞ調達・運
用形態（導入済み～検討
中企業を対象）

49.0 51.0運用管理（n=431）

自社グループの資産/自社対応 ITベンダーから借りる/ITベンダーに委託

（C）JUAS 2013

・ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰは売上規模が大
きい企業ほど「自社グループ
の資産／自社対応」の傾向 31



ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｸﾗｳﾄﾞではｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱのｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝを主に運用。回答企業の
半数が「掲示板 電子会議室 予定表等」 ﾒ ﾙも4割半数が「掲示板、電子会議室、予定表等」、ﾒｰﾙも4割。

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0プライベートクラウドで
49.7

41.8

掲示板、電子会議室、予定表等

メール

（％）プライベ トクラウドで
運用しているアプリ
ケーション（複数回答）

28.0

28.0

27.3

受発注

財務会計

人事・総務

26.2

26.2

社外向け広報（Web等）

顧客管理

25.7

20.3

18.7

仕入・在庫管理

生産・商品

物流

（n=443）

・注意すべきは、ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｸﾗ
ｳﾄﾞにはさまざまな定義や解
釈がある。今回の調査では
特に機能を限定していない特に機能を限定していない
ため「ｻｰﾊﾞｰを仮想化しただ
け」という企業も含まれてい
る可能性がある

（C）JUAS 2013 32



＜IaaS、PaaS導入状況＞
IaaS、PaaSの導入は踊り場の状況に。4年間、導入済み企業は順調に
増加するも 12年度に初めて検討中企業が減少 検討後見送り増加増加するも、12年度に初めて検討中企業が減少、検討後見送り増加

年度別 ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｸﾗｳﾄﾞ
導 状

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0
（％）

IaaS

（IaaS、PaaS）導入状況

・前年度と比較するとIaaSは
「導入済み」が8.4%→11.1%と

11.1

8.4

3.4

2.4

17.6

25.1

11.1

7.8

IaaS　12年度（n=955)

11年度（n=1005)

2.7ﾎﾟｲﾝﾄ増加。一方、「検討
中」は25.1%→17.6%と7.7ﾎﾟｲﾝﾄ
減少しており、「検討後見送
り」が7.8%→11.1%と3.3ポイント

4.3

1.1

1.2 23.9

11.4
0.0

10年度（n=1124)

09年度（n=964)

り」が7.8% 11.1%と3.3ポイント
増加。

・PaaSも同じく「導入済み」が
2 7ﾎﾟｲﾝﾄ増加 「検討中」が8 4

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0
（％）

PaaS

2.7ﾎ ｲﾝﾄ増加、「検討中」が8.4
ﾎﾟｲﾝﾄ、「検討後見送り」が3.2
ﾎﾟｲﾝﾄ増加。ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｸﾗｳﾄﾞと
同様の傾向である。

10.8

8.1

3.2

2.6

18.2

26.6

10.5

7.3

PaaS　12年度（n=958)

11年度（n=1005)

・IaaSおよびPaaSは現在、踊り
場の状況にあると思われ、今
後、更に導入が進むか、頭打

3.4

1.3

1.8 23.8

12.1
0.0

10年度（n=1122)

09年度（n=966)

（C）JUAS 2013

ちになるかは注視していく必
要がある。

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り

※「検討後見送り」は11年度より調査開始

33



ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業がｸﾗｳﾄﾞ導入・活用を牽引。既に海外進出している企業
では導入に前向き、約3割が既に導入済み。ｸﾗｳﾄﾞのﾒﾘｯﾄの１つである
迅速なｸﾞﾛ ﾊﾞﾙ展開も魅力の1つと推測される迅速なｸ ﾛｰﾊ ﾙ展開も魅力の1つと推測される

0% 20% 40% 60% 80% 100%

海外進出状況別
11.1

12.7

17.4

3.4

4.4

2.2

17.6

19.6

23.9

11.1

10.7

17.4

56.9

39.1

52.7

全体（n=955)

既に海外進出している（n=505)

今後、海外進出を予定している（n=46)

Ia
aS

IaaS、PaaS導入
状況

・IaaSでは「今後、海外進
8.5

10.8

13.2

2.3

3.2

4.3

14.1

18.2

22.0

10.5

10.5

10.0

64.6

50.4

57.3

海外進出の予定は当面ない（n=390)

全体（n=958)

既に海外進出している（n=508)

S

IaaSでは 今後、海外進
出を予定している」企業
の方が「既に海外進出
している」企業よりも導
入率が高い ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｼ

15.2

7.4

2.2

1.8

21.7

12.8

17.4

10.3 67.7

43.5今後、海外進出を予定している（n=46)

海外進出の予定は当面ない（n=390)

P
aa

S

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

入率が高い。ｸ ﾛｰﾊ ﾙｼ
ｽﾃﾑの企画・構築時期
によるものだろう

9.9 15.8 4.7 14.0 8.4 47.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=998）

海外進出状況別
ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｸﾗｳﾄﾞ導入

導入済み 試験導入中 導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

12.7

6.4

6 7

18.2

17.0

12 1

5.7

4.3

3 5

13.1

19.1

14 3 6 9 56 5

9.1

17.0 36.2

41.3既に海外進出している（n=528）

今後、海外進出を予定している（n=47）

海外進出の予定は当面ない（ 405）

状況

・IaaSほどの差はないが、
海外に進出（または進
出予定）企業 方が導
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6.7 12.1 3.5 14.3 6.9 56.5海外進出の予定は当面ない（n=405）

3年以上前に導入・構築済み 3年以内に導入・構築済み 現在、試験導入・導入準備中

現在、計画・検討中 検討後に導入・構築を見送った 未検討

出予定）企業の方が導
入率が高い



主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

主な調査結果

2. トピックス
① 新規テクノロジーの採用
② システム開発② システム開発
③ IT基盤
④ クライアント環境

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの提案
② 情報セキュリティ② 情報セキュリティ

4. 定点観測
① IT予算① IT予算
② IT投資マネジメント
③ IT推進組織・IT人材
④ グローバルIT戦略

（C）JUAS 2013

⑤ BCP
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＜ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ・ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末導入状況＞
導入企業は年々増加、12年度にはいずれも約3割の企業が導入中。
企業規模が大きいほど導入に積極的だが 大規模な導入は限定的企業規模が大きいほど導入に積極的だが、大規模な導入は限定的

年度別
ﾞ 端末

28 0 12 3 19 3 9 5 30 9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

12年度（ 1015）ン

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ・ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末
導入状況

28.0

19.0

11.3

27.0

12.3

16.1

12.7

19.0

19.3

29.7

25.3

21.6

9.5

4.7

5.5

30.9

26.9

50.7

30.5

12年度（n=1015）

11年度（n=1011）

10年度（n=1124）

12年度（n=1004）

ス
マ

ー
ト
フ

ォ
ン

末 27.0

13.8

6.2

19.0

19.9

11.8

21.6

32.2

26.4

5.5

4.4

26.9

55.6

29.8

12年度（n 1004）

11年度（n=1010）

10年度（n=1123）タ
ブ

レ
ッ

ト
端

末
導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

・「未検討」に着目すると、売上
高が大きくなるにつれて割合
が下がることからも 規模の

28.4

22 9

8.2

10 6

16.1

21 9

11.0

10 8

36.3

33 8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満（n=292)

100億～1000億円未満（n=471)ォ
ン

が下がることからも、規模の
大きな企業がｽﾏｰﾄﾌｫﾝやﾀﾌﾞ
ﾚｯﾄ端末の導入を積極的に検
討していると考えられる

22.9

32.2

50.0

10.6

20.3

23.8

21.9

19.8

14.3

10.8

6.2

2.4 9.5

21.5

33.8100億～1000億円未満（n=471)

1000億～1兆円未満（n=177)

1兆円以上（n=42)

億円未満（ )

ス
マ

ー
ト
フ

ォ

・ただし、別途調査した導入台
数の規模を見ると、大規模な
導入を行っている企業は限定

26.9

21.9

31.0

13.4

18.9

25.3

19.0

23.9

23.0

6.2

6.0

4.6 16.1

29.2

34.5100億円未満（n=290)

100億～1000億円未満（n=465)

1000億～1兆円未満（n=174)

タ
ブ

レ
ッ

ト
端

末

売上高別
ｽﾏ ﾄﾌｫﾝ・ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末

導入を行っている企業は限定
的である

（C）JUAS 2013

※「検討後見送り」は11年度より調査開始

59.5 31.0 7.10.02.41兆円以上（n=42)

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ・ﾀﾌ ﾚｯﾄ端末
導入状況
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ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末の導入状況は、前回調査（11年度）に比べて大きく増加。
現状利用の割合が最も高かったのは「ﾒｰﾙ、ｽｹｼﾞｭｰﾙ管理」、実に回
答企業の73 7％を占める答企業の73.7％を占める

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0
（％）年度別 ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末利

的 状 今後 73.7

26.7

74.5

68.3

メール、スケジュール管理

業務システムの端末

年
度

0
、

今
後

　
n

=
6

2
8

）用目的 現状と今後（3
年後） （複数回答）

54.3

37.5

75.2

61.1

顧客へのプレゼンテーションツール

ペーパーレス（図面、マニュアルなど）

1
2

年
　

（
現

状
　

n
=

5
1

0

・今回調査（12年度）の各項目
の現状と今後（3年後）の比率
(伸び率）を調べると 「ﾒ ﾙ ｽ

61.2

19.5

61.5

62.6

メール、スケジュール管理

業務システムの端末

度 今
後

　
n

=
6

0
2

）
(伸び率）を調べると、「ﾒｰﾙ、ｽ
ｹｼﾞｭｰﾙ管理」はほぼ変わらな
いのに対し、「業務ｼｽﾃﾑの端
末」は約2.5倍。「業務ｼｽﾃﾑの

59.3

30.6

63.6

57.0

顧客へのプレゼンテーションツール

ペーパーレス（図面、マニュアルなど）

1
1

年
　

（
現

状
　

n
=

3
0

7
、

現状

今後

端末」としての活用に対する
期待が大きい
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ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末導入の課題の上位は、「盗難や紛失のﾘｽｸ」「ｾｷｭﾘﾃｨ対策
」「公私の利用区分の境界」。導入の拡大につれて、OSのﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟ
や新機種への対応も普及に伴 て課題が大きくなる

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

（%）

や新機種への対応も普及に伴って課題が大きくなる。

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末の課題（複
数 答 70.7

68.0

盗難や紛失のリスクが高くなる

セキュリティ対策が難しくなる

数回答）

45.6

39.5

公私の利用区分の境界があいまいになる

OSのバージョンアップや新機種への対応が難しい
・AndroidやiOSにおいてOSの
ﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟや新機種対応を
実際に経験し 苦労した結果

35.3

34.0

PCと分けた個別開発が必要となる

技術的な社内サポート体制が難しい

実際に経験し、苦労した結果、
実運用上の課題が増加したも
のと推測される

21.1

19.5

コストが高い

資産管理が難しい

13.2

2.0

壊れやすい

その他

（n=665）
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＜ｾｷｭﾘﾃｨﾎﾟﾘｼｰ見直し状況＞約40％の企業がﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末導入にあ
たって、ｾｷｭﾘﾃｨﾎﾟﾘｼｰの見直しが未検討。導入が先行し、ｾｷｭﾘﾃｨﾎﾟﾘ
ｼ の整備が追いついておらず 早急に整備を進める必要ありｼｰの整備が追いついておらず、早急に整備を進める必要あり

導入状況別 ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端
末導 あ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

末導入にあたってのｾ
ｷｭﾘﾃｨﾎﾟﾘｼｰ見直し状況 5.6 14.1 21.0 19.0 38.8 1.5全体（n=658）

・全体では、未検討の企業が
38.8％、新基準を作成中であ
る企業が21 0％ 検討の結果

11.5

2.1

22.3

11.1

18.2

29.6

20.4

26.5

1.9

1.629.1

25.7導入済み（n=269）

試験導入中・導入準備中（n=189）
る企業が21.0％、検討の結果
見直しを行わなかった企業が
19.0％ 1.0 6.0 16.5 10.0 65.5 1.0

試験導 中 導 準備中（ ）

検討中（n=200）

・ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末をすでに導入済
みにもかかわらず、まだ検討
していない企業が25.7％も存
在している

別基準を作成した（従来よりもセキュリティレベルを下げる） 別基準を作成した（従来よりもセキュリティレベルを上げる）

別途、新基準を作成中 検討したが見直しは行っていない

まだ検討していない その他
在している

（C）JUAS 2013 39



88.4％が「既存ﾊﾟｿｺﾝとは別に導入が進む」との回答。主な理由」として
は 「資料作成は今後もﾊﾟｿｺﾝ」「業務ｼｽﾃﾑの対応ができない」は、「資料作成は今後もﾊ ｿｺﾝ」「業務ｼｽﾃﾑの対応ができない」

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

（%）

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末と既存
ﾟ 位 づ

88.4既存パソコンとは別に導入が進む

（%）ﾊﾟｿｺﾝとの位置づけ

11.6既存パソコンがタブレット端末に置き換わる n=872

・「置き換わる」における主な理
由、既存ﾊﾟｿｺﾝとﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末
の双方で稼動するWi d 8

・ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ、ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末については、業種や規模によるﾆｰｽﾞの違
いはあるが、全体として、今後活用を進めたいとの各企業の考え。

の双方で稼動するWindows 8
に期待する意見が多かった。 ・今後は、業務生産性やコスト面を考慮した、各社における業種

や従業員の働き方（ﾜｰｸｽﾀｲﾙ）、職種等を踏まえた利用ﾃﾞﾊﾞｲｽ
の整理が進み、一層の活用に向けた各社の取り組みが本格化
するのではないか

（C）JUAS 2013 40



＜BYOD、個人契約ｻｰﾋﾞｽの業務利用＞
約15％の企業でBYODやSNSの業務利用を実施。「一部解禁すること
を検討中」は 「BYOD」が20 0％と最も高い

0% 20% 40% 60% 80% 100%

を検討中」は、「BYOD」が20.0％と最も高い

個人所有のﾃﾞﾊﾞｲｽや
3.7

1.4

12.3

5.8

20.0

11.2

45.1

54.2

18.9

27.3

①BYOD（n=997）

②コンシューマー向け
クラウドサービス（n=996）

個人契約のｻｰﾋﾞｽの
業務利用状況

・利用許可に際し BYOD：
4.8 10.3 11.3 40.6 32.9③SNS（n=996）

全従業員に対して認めている 一部の部署・従業員に対して認めている

認めていない。だが、一部解禁することを検討中 認めていない。将来も認めない予定

そもそもルールがない（認めているとも、認めていないとも言えない）

利用許可に際し、BYOD：
「MDMの導入」、「通話機
能のみ」、「端末にﾃﾞｰﾀが
残らないｱﾌﾟﾘのみ利用限
定」 SNS 「ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの作

0% 20% 40% 60% 80% 100%

売上高別

BYOD

定」、SNS：「ｶ ｲﾄ ﾗｲﾝの作
成」等が挙げられた。

4.9

2.0

4 5

14.6

10.0

14 1

15.3

18.1

28 2

39.4

52.5

37 9

25.8

17.4

15 3

100億円未満（n=287）

100億～1000億円未満（n=459）

1000億 1兆円未満（ 177）

売上高別
BYOD業務利用状況

・売上高１兆円以上の企業
では 28 6％で全従業員 4.5

14.6

14.1

14.6

28.2

31.7

37.9

34.1

15.3

4.9

1000億～1兆円未満（n=177）

1兆円以上（n=41）

全従業員に対して認めている 一部の部署・従業員に対して認めている

では、28.6％で全従業員
または一部従業員に利用
を許可。ﾃﾞﾊﾞｲｽに情報を
残さない仕組み（ｼﾝｸﾗｲｱ

全従業員に対して認めている 部の部署 従業員に対して認めている

認めていない。だが、一部解禁することを検討中 認めていない。将来も認めない予定

そもそもルールがない（認めているとも、認めていないとも言えない）

（C）JUAS 2013

ﾝﾄ）が整備されている等
の準備が整っていること
によるものと思われる。
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Windows XP のｻﾎﾟｰﾄ終了（ 2014年4月8日・米国時間）まであと1年を
切った。しかし企業にはWindows XPがまだ多く残っているのが実情。
ｸﾗｲｱﾝﾄOSは今後はWi d 7とWi d 8への移行が進むｸﾗｲｱﾝﾄOSは今後はWindows 7とWindows 8への移行が進む。

0 0

0% 20% 40% 60% 80% 100%ｸﾗｲｱﾝﾄOS別増減
状 今後

4 0 25 0

79.6

15.4

48 8

3.5

4.8

0 0

2.6

43.2

14 9

14.2

36.0

7 4

0.0

0.2
0.4

Windows

XP以前

Windows

Vista

Windows 7

現
状

（現状と今後の予
定）

・「Windows XP以前」はい
4.0

5.5

25.0 48.8

0.2

8.4

0.0 14.9

81.8

47.7

7.4

3.2

35.8

13.2

1 7

1.6

0 8

0.0

Windows 7

Windows 8

ｼﾝｸﾗ

ｲｱﾝﾄ

現まだ企業に「導入中」の
企業が現状79.6％も存在。
今後7.5％と72.1ポイント
減。さらに「撤去」が現状 1.7 0.8ｲｱﾝﾄ

導入検討中 新規導入 導入中 撤去 導入なし 無回答n=1030

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Wi d

減。さらに 撤去」が現状
3.5％→今後58.0％へと
54.5ポイント増

・ 「Windows 7」は今後の
7.5

3.2

58.0

10.8

18.3

45.1

16.2

40.9

Windows

XP以前

Windows

Vista

予
定

・ 「Windows 7」は今後の
予定では73.7％が「導入
中」と回答、「Windows XP
以前」からの切り替え先
として中心的な位置づけ 73.7

34.8

17 5

2.3 6.4

25.0

40 4

17.6

40.3

41 3

0.0

Windows 7

Windows 8

ｼﾝｸﾗ

今
後

のとして中心的な位置づけ
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17.5 40.4 41.3
0.9

ｼﾝｸﾗ

ｲｱﾝﾄ

導入中 撤去 導入なし 無回答n=1030



主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

主な調査結果

2. トピックス
① 新規テクノロジーの採用
② システム開発② システム開発
③ IT基盤
④ クライアント環境

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの提案
② 情報セキュリティ② 情報セキュリティ

4. 定点観測
① IT予算① IT予算
② IT投資マネジメント
③ IT推進組織・IT人材
④ グローバルIT戦略

（C）JUAS 2013

⑤ BCP
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＜IT部門発のﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ＞ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽ変革は6割の企業で既
にIT部のﾐｯｼｮﾝ。売上高1兆円超の企業では8割が応えられている。一
方で ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ変革はﾐ ｼ ﾝとして明示される企業は4割にとどまる

7 1 36 8 7 9 7 9 35 3 5 0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（ 986）

方で、ﾋ ｼ ﾈｽﾓﾃ ﾙ変革はﾐｯｼｮﾝとして明示される企業は4割にとどまる

売上高別
ﾞ ﾞ ﾞ

ビジネス
プロセス 7.1

4.1

7.0

36.8

24.3

36.3

7.9

7.9

9.9

7.9

8.6

7.4

35.3

47.3

35.0

5.0

7.9

4.4

全体（n=986）

100億円未満（n=292）

100億～1000億円未満（n=474）

ﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへ
の提案をIT部門の
ﾐｯｼｮﾝとして明示さ
れているか

プロセス
の変革

8.9

22.0

52.5

63.4

4.5

0.0

9.5

2.4

21.8

12.2

2.8

0.0

1000億～1兆円未満（n=179）

1兆円以上（n=41）

（明示されており）応えられている （明示されており）一部応えられている

れているか

・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの変革をﾐｯ
ｼｮﾝとして明示され、かつ、 （明示されており）応えられている （明示されており） 部応えられている

（明示されており）どちらともいえない （明示されており）応えられていない

明示されていない わからない

3 1 18 2 8 2 11 5 53 2 5 8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（ 986）

応えられているとする企
業は全体でも割合が高い
が、大企業ほど多く、一兆
円超の企業では8割に達

ビジネス
モデル

3.1

2.1

3.4

18.2

14.4

18.8

8.2

7.5

9.7

11.5

10.3

10.3

53.2

56.8

53.0

5.8

8.9

4.9

全体（n=986）

100億円未満（n=292）

100億～1000億円未満（n=474）

円超の企業では8割に達
する

・12年度はﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮ
ﾝが「IT部門のﾐｯｼｮﾝとし

の変革

2.2

12.2

20.7

26.8

6.1

4.9

14.5

19.5

52.5

34.1

3.9

2.4

1000億～1兆円未満（n=179）

1兆円以上（n=41）

（明 され おり）応えられ る （明 され おり） 部応えられ る

ﾝが「IT部門のﾐｯｼｮﾝとし
て明示されているか」を問
うたが、11年度までは「期
待されているか」を聞いて
いるため 比較できない （明示されており）応えられている （明示されており）一部応えられている

（明示されており）どちらともいえない （明示されており）応えられていない

明示されていない わからない

（C）JUAS 2013

いるため、比較できない
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ﾋﾞｼﾞﾈｽのﾀｲﾌﾟ別に見ると、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽ変革では大きな差がないが、
BtoC企業のIT部門ではﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ変革も視野に。約3割の企業がそ
のﾐ ｼ ﾝに応えられている

0% 20% 40% 60% 80% 100%

のﾐｯｼｮﾝに応えられている

ﾋﾞｼﾞﾈｽの類型別
ﾞ ﾞ ﾞ

ビジネスプロセスの変革

6.6

9.2

7 7

34.9

37.6

43 4

7.8

8.1

7 1

9.3

5.2

5 6

37.0

32.9

31 1

4.3

6.9

5 1

BtoB企業（ビジネスユーザー向け）（n=602）

BtoC企業（一般消費者向け）（n=173）

BtoBかつBtoC（n=196）

ﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへ
の提案をIT部門の
ﾐｯｼｮﾝして明示され
ているか

7.7

7.7

43.4

23.1

7.1

11.5

5.6

7.7

31.1

42.3

5.1

7.7

BtoBかつBtoC（n=196）

その他（n=26）

（明示されており）応えられている （明示されており）一部応えられている

ているか

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（明示されており）どちらともいえない （明示されており）応えられていない

明示されていない わからない

ビジネスモデルの変革

1.8

5.8

15.8

24.3

8.3

7.5

12.1

6.9

56.8

48.6

5.1

6.9

BtoB企業（ビジネスユーザー向け）（n=602）

BtoC企業（一般消費者向け）（n=173）

5.1

7.7

19.9

15.4

7.7

11.5

14.3

7.7

46.4

50.0

6.6

7.7

BtoBかつBtoC（n=196）

その他（n=26）

（明示されており）応えられている （明示されており）一部応えられている

（明示されており）どちらともいえない （明示されており）応えられていない

明示されていない わからない
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＜ﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの具体的取り組み＞ 「実践している」「計画中」の
比率は「全社最適での業務ﾌﾟﾛｾｽの効率化」が突出して高い。一方、「
新ｻ ﾋﾞｽの企画」や「ｸﾞﾛ ﾊﾞﾙでの業務ﾌﾟﾛｾｽ統合」はその半分以下新ｻｰﾋ ｽの企画」や「ｸ ﾛｰﾊ ﾙでの業務ﾌ ﾛｾｽ統合」はその半分以下

0% 20% 40% 60% 80% 100%IT部門が行っている具

11.3

5.0

15.8

8.7

38.2

34.6

34.7

51.6

新サービスの企画（n=974）

ソーシャルマーケティングの展開（n=974）

体的な変革の取り組み
状況

・ｱﾝｹｰﾄの自由回答からは

23.8 22.6 39.7 13.9

ソ シャルマ ケティングの展開（n 974）

全社最適での業務プロセスの効率化（BPR）（n=983）

・ｱﾝｹ ﾄの自由回答からは、
ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑの短縮や業界を
一気通貫型にした電子商
取引のような取引先を含め
た改革 全社利益や目標

5.4 13.4

3.7

34.7

7.6

46.5

86.4
2.3

グローバルでの業務プロセス統合（n=975）

その他（n=301）

た改革、全社利益や目標
の管理などが挙げられた

実践している 計画中 関心がある 関心なし

ｸﾞﾛ ﾞﾙでのBCPやｺﾐ ﾆｹ ｼ ﾝｲﾝﾌﾗの構築など ｸﾞﾛ ﾞﾙのﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの変革を・ｸ ﾛｰﾊ ﾙでのBCPやｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｲﾝﾌﾗの構築など、ｸ ﾛｰﾊ ﾙのﾋ ｼ ﾈｽﾌ ﾛｾｽの変革を
通じ、ﾋﾞｼﾞﾈｽのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化という事業戦略に深く関わる例も目立つ。ﾀﾌﾞﾚｯﾄの導入や
ﾜｰｸｼｪｱなどは、業務改善に留まらず人材確保などの観点からは戦略的な意味を持つ
こととなるため、IT部門発のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝとして注目を集めつつある
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IT部門発のﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを成功させる最大のﾎﾟｲﾝﾄは「経営と事業
部門の間にあって、相互の意思疎通を緊密にすること」。部門横断と
いうIT部門の強みを生かした部門間の関係作りが改革を左右する

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

（％）

いうIT部門の強みを生かした部門間の関係作りが改革を左右する

変革を成功させる上で
39.2

18.7 25.6

9.3

13.4

10.5経営陣とIT部門との意思疎通の緊密さ

社内各部門とIT部門との意思疎通の緊密さ

（％）

のポイント（1位～3位）

・アンケートの自由回答から
は IT部門に対する経営

15.3

8.6

22.2

9.5

16.5

16.2

部門横断・全社最適での業務プロセスの理解

ビジネスモデル/ビジネスプロセス変革プロジェクトを運営できるIT人材の存在

は、IT部門に対する経営
トップや全社的な認識の一
致を前提としたトップとして
のぶれない決断力や惜し

7.0

4.1

9.9

9.9

13.0

7.3

2 3

全社におけるIT部門の影響力や発言力の大きさ

ビジネスモデル/ビジネスプロセス変革プロジェクトの運営経験・ノウハウ

みない投資の姿勢が重要
だという指摘が読み取れる。
また、改革の実施にあたっ
て重要な役割を担う業務部

3.4

13.0

4.7
2.0

2.3

4.0
社内外のIT環境の充実（PC、タブレット等、利活用支援の環境など）

全社の情報集積点としての強み（データの分析力・仮説立案力）

重要な役割を担う業務部
門に対しては、ITを使いこ
なせる意識とスキルへの期
待という思いが読み取れる。

1.4

1.0

2.7

1.9

3.6

3.0

先端（先進）テクノロジーの理解

自社商品・サービス特性上、ITの理解と活用が不可欠 1位（n=957）

2位（n=943）

3位（n=908）
0.5

0.5
0.0その他

3位（n=908）
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＜自由記述より＞
IT部門発のﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞ ｼ ﾝを進めるための「十カ条」IT部門発のﾋ ｼ ﾈｽｲﾉﾍ ｰｼｮﾝを進めるための「十カ条」

① 実態を把握し可視化する

・回答に寄せられた多くの
具体例から、IT部門から

① 実態を把握し可視化する

② 意識を改革する

のビジネスイノベーション
提案に際してのポイントを
10項目にまとめた。

③ 定期的に会合を持ち意思疎通を図る

④ 専門組織や担当を配置し権限を付与する

・多くの企業において、ビジ
ネスイノベーションがIT部
門のミッションの一つに加
えられるようになってきた

⑤ レポートラインを確立する

⑥ 経営レベルでの検討の場を設ける

えられるようになってきた。
しかし、そうした、新たな
ミッションが重要になる一
方で、社内に対する情報
インフラサ ビスの提供

⑦ 組織と組織の連携を図る

⑧ プロジェクトを設置する

インフラサービスの提供
など、ずっとIT部門が担っ
てきた役割が重要でなく
なるというわけではない。

⑨ 上流・超上流から取り組む

⑩ 人材を育成する

むしろそうした従来の役
割をきちんと担えるIT部
門でなければ、ビジネスイ
ノベーションという新たな

（C）JUAS 2013

ノ ションという新たな
ミッションを担えないという
ことを改めて認識すること
が必要である。 48

※報告書では、ベースとなった具体例も紹介します



IT部門発のﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを進めるための「十カ条」

① 実態を把握し可視化する① 実態を把握し可視化する

改改革はまず実態の把握と現場へのヒアリングから

始まる。そのためにベースとなるのは「現行業務の確

認」と「定期的な事業課題のヒアリング」、「システ

■インタビューより■
現状業務のうちシステム依存にな
りブラックボックス化してきてい
るものがあります 事務系の部⾨認」と 定期的な事業課題の アリング」、 シ テ

ムの使いやすさについてのユーザーへのアンケート」

といった情報の収集である。このために幅広く「意見

を吸い上げるシステム」を整備することも考えられる。

また 必要に応じて個々 社員から要望を吸 上げる

るものがあります。事務系の部⾨
だと業務システムをオペレートす
る⼈はいるけれど、そのシステム
に関わるプロセスを改⾰する⼈は

また、必要に応じて個々の社員から要望を吸い上げる

ような活動も効果的である。この場合、IT部門の担当

者は、できれば対象となる部署の業務に詳しいものを

充てることが望ましい（例：IT部門内の営業出身者が

に関わるプロセスを改⾰する⼈は
いないのが通常です。こういう業
務の改⾰に関しては、かなりシス
テム部⾨の⼈間でいけると思いま

充てることが望ましい（例：IT部門内の営業出身者が

営業現場にヒアリングしシステム対策を検討する）。

そして、聞き取った現状や要望に対し「無駄な業務

の洗い出しと業務プロセスの見直し」を行うとともに

す。全く新規のところでは太⼑打
ちできませんが、システムが仕事
に関わっているところで、どう変
えていくかという⼊り⽅のところ

「対策とその費用対効果を評価」し、施策を検討する。

「施策として取り入れるかどうかを現場にフィード

バック」することも忘れてはならない。

えていくかという⼊り⽅のところ
は、かなりできています（社会イ

ンフラ）。
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IT部門発のﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを進めるための「十カ条」

② 意識を改革する② 意識を改革する

ＩＴ部門のメンバ の意識を改革することであＩＴ部門のメンバーの意識を改革することであ

る。このため、「IT部門の役割ミッションとこれに対

応した人材像やスキル・能力を再定義」して提示する。

IT部門のミッション再定義にあたっては「メンバーのIT部門のミッション再定義にあたっては「メンバ の

全員参加での議論」というやり方も一考すべきである。

そして、あるべき姿を実現するための「アクションプ

ログラムを作り推進」する。その一環として、「業務

■インタビューより■
世の中全体がクラウドサービス化
していくときに、IT部⾨の関わ

改革運動、ペーパーレス化、グループウェア利用促進

など、全役職員を巻き込んだムーブメントを展開」す

ることも一案であろう。

りは、もう事業と⼀体になってい
くのだと。それを意識した仕事を
してくださいということを、経営
のメッセ ジとして発信した（機のメッセージとして発信した（機

械器具製造）。
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IT部門発のﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを進めるための「十カ条」

③ 定期的に会合を持ち意思疎通を図る③ 定期的に会合を持ち意思疎通を図る

基本となるのは、IT部門内外の活発なコミュニケーションが日常的に行われるよ

うな環境づくりである。「普段からITであるとないとにかかわらずに意見交換」を行うな環境づくりである。 普段からITであるとないとにかかわらずに意見交換」を行

う雰囲気づくりを行い「IT部門内での密なコミュニケーション」の活発化がベースで

あるのは言うまでもない。そして「CIOや担当役員とのIT部門の緊密なコミュニケー

ションによる意思疎通」である。また、全社との間の意思疎通という観点も重要で

「社内報 宣伝 す ど「 部 発信 常に行 努力やある。このため、「社内報で宣伝」するなど「IT部門からの発信を常に行う」努力や、

「主要な部門にIT推進員を設置」したり「定期的な情報交換」を行うなど、現場との

意思疎通と情報収集に対する取り組みが重要である。

「担当役員との毎週ミーティング」、「関係部門や各部門管理者との定例的ミー

ティング」といった定例のミーティングや会合を設定し、情報共有の仕組みとして

定着を図ることも広く行われていることである。また、「管理職者ミーティング」、

「業務オーナー、ベンターとの運用ミーティング」、「事業プロセス運用部門との

定期的ミーティング」、「社長との懇談会」など、各種会合の機会を捉え、その会

合の出席者や場に即したテーマで、より深い情報の交換を行うことも重要である。
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IT部門発のﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを進めるための「十カ条」

④ 専門組織や担当を配置し権限を付与する④ 専門組織や担当を配置し権限を付与する

業務改善や運用相談に対応するために製品物流、資材物流、購買、会計など「個

別のシステム毎に専門の担当」や「プロジェクトのオーナー」を置いたり、IT部門内

に「BPR専門組織を設立」するなど、変革の鍵を握る職務や部署を明確にすることが、

変革を組織的に推進するためには不可欠である。変革の実効性の観点からは、企業

内においてそうした変革組織や担当をどのような「建てつけ」で設置するかという

ことがきわめて重要であることがきわめて重要である。

アンケート回答の中には「変革推進組織の事業がマネジメントすべきシステムで

あるならば事業会社や事業部門の中に」、逆に「ITの専門組織がマネジメントすべきあるならば事業会社や事業部門の中に」、逆に ITの専門組織がマネジメントすべき

システムであればIT部門の中に」変革組織を置くという例が見られた。また、そうし

た担当や組織に「予算やその執行などに関わる一定の権限を付与」しなければ、実

際には変革推進の役割は機能しないことに留意すべきである。
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IT部門発のﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを進めるための「十カ条」

⑤ レポートラインを確立する⑤ レポ トラインを確立する

業務報告など現場レベルの情報は「日例でIT部門長に報告」され、IT部門長は

「ベンチマークや統計などの情報集約」を行い、月次や四半期ごとなどに「社長や

経営層に十分な時間をとって報告」できる定期的レポートラインを確立することで

ある。

また、定例の報告だけでなく、重要案件については不定期でも報告や提案が上が

るような随時性を持ったレポートラインとすることが望まれる。
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IT部門発のﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを進めるための「十カ条」

⑥ 経営レベルでの検討の場を設ける

「四半期に 回程度開催する IT開発案件の優先度を決定する経営会議 や 「社

⑥ 経営レベルでの検討の場を設ける

「四半期に一回程度開催する、IT開発案件の優先度を決定する経営会議」や、「社

長のほか各部門長出席によるIT推進会議」「グローバルな経営戦略会議」といった

経営トップレベルの会議の場において IT発の経営トップレベルの会議の場において、IT発の

変革プロジェクトについて議論できるようにしなければならない。

こうした場の効果としては、トップダウンでの変革推進ということだけでなく、

「経営方針とリンクしたITマスタープランに対する全社一丸となった取り組み」、

「全社横断あるいはグローバルなリレーション構築」、「ユーザとの共同提案」、

「ルールや規定の統一」など「IT部門が先行して進めるのではなく、各部門との連

携」のもとに変革を進めるベ スを構築できることにある携」のもとに変革を進めるベースを構築できることにある。

■インタビューより■
CIOが委員⻑ 経営企画部担当役員が副委員⻑ メンバ は経営企画 ⼈事CIOが委員⻑、経営企画部担当役員が副委員⻑、メンバーは経営企画・⼈事・
経理など本社サービス部⾨で構成された「情報化委員会」という経営会議委員
会で、ITの開発計画や投資、ガバナンスをどうするのかといったテーマについ
て 年に4〜5回いろいろと議論している。これは 投資計画の優先順位付けを
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て、年に4 5回いろいろと議論している。これは、投資計画の優先順位付けを
広く⾒える形にしておこうということから始まった（⾦融）。



IT部門発のﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを進めるための「十カ条」

⑦ 組織と組織の連携を図る⑦ 組織と組織の連携を図る

IT部門発の変革を円滑に進めるためには、「システム構築･

改修等するにあたって、要件定義などかなりの部分に

ユーザー部門が関与 することが必要

■インタビューより■

従来だとIT部⾨というユーザー部門が関与」することが必要

である。

このため 業務変革担当部門と情報システム部門の間の壁を無

従来だとIT部⾨という
組織あるいはメンバー
が、ほかの部⾨との接
点がしょっちゅうある
にしても 「構えた関このため、業務変革担当部門と情報システム部門の間の壁を無

くし、密な連携を図らなければならない。具体的な方策として

は「業務部門の長がIT部門の長を兼任」したり、「マトリック

ス組織を取り入れる」、「事業部門とIT部門とのワークショッ

にしても、「構えた関
係」でしか付き合いが
なかったが、すぐ隣に
そういうのがいると、
なんだ そんなことプ形式での業務改革を実施」するなどの例が挙げられる。大き

な変革を推進するには、部門横断的な利害調整と合意形成を推

進することが欠かせないため、「グループ戦略部門」と呼ばれ

るような「全社横断的調整を行う裁量を持った部門とIT部門の

なんだ、そんなこと
だったらこうしたらい
いじゃない、という形
でスッと⾔えるような
関係に変わ てきたるような「全社横断的調整を行う裁量を持った部門とIT部門の

連携」が必要になる。

関係に変わってきた
（⾦融）。
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IT部門発のﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを進めるための「十カ条」

⑧ プロジェクトを設置する⑧ プロジェクトを設置する

「業務プロセスの見直しと新プロセスの実践」、「新サービスを作る」、「ERPを導

入推進する」、「グループ全体のICT基盤の方向性を決める」など具体的な目的と、明入推進する」、 グル プ全体のICT基盤の方向性を決める」など具体的な目的と、明

確な目標を定めた

「業務変革プロジェクトを設置」する。そうした

変革プロジェクトが変革の成果を達成できるかどうかはプロジェクトチームをそのよ

うな人材で編成するかによっており、「社内各部門より業務プロセスを改変する人材

を選抜する」、「経営トップや役員に参加してもらう」などの工夫が肝要である。

こうしたプロジェクトのプロジェクトマネジメントを行うことによって、目標の達

成に向けて着実な進行管理が行えるほか、「プロジェクトの具体的成果と実施に伴う

コスト」が明確にされる。そうした「情報を発信」し、変革へのムーブメントを社内ト」が明確 される。そうした 情報を発信」し、変革 の ブ ントを社内

に広げていくことも重要である。
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IT部門発のﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを進めるための「十カ条」

⑨ 上流・超上流から取り組む⑨ 上流・超上流から取り組む

質 「 務範 「 合変革の本質は、「業務範囲見直し」、「ワークフローの統合」、

「事務の集中化」などといった情報システムから見た上流や超上流

にあることを忘れてはならない。

たとえば 事業部門でバラバラな「システムをERPで統合」すると

■インタビューより■

システム開発、運⽤す
は⼦会社にあたとえば、事業部門でバラバラな「システムをERPで統合」すると

いうことも、IT発の変革であることに違いはないが、「本質は業務

の全社最適化」にある。IT発のビジネスイノベーションの提案にお

いて「IT部門のトップが経営層とコミットすべきは目指すべき業務

るのは⼦会社にあって、
われわれの価値観とい
うのは、社内のコンサ
ルだ。ビジネスコンサ
ルにならな 限り わ水準」であり、これが情報システムで対応する範囲を決めることに

なる。こうしたことから、超上流･上流工程や企画フェーズが重視

される。

ルにならない限り、わ
れわれはもう残ってい
けない（素材製造）。

■インタビューより■
IT部⾨のミッションと価値というのを作って、この間経営会議に発表した。IT部⾨は、今までだと主
管部の⾔うことを聞いていればいいということだったのですが、そうではなく、もっと積極的にITを
ベースとして、経営に参加していくことをやろうと思っている。価値の1番⽬にもってきたのは超上
流⼯程にきちっと関与することで、「決めてくれたら動く」のではなく、決める段階から、主管部が
迷っている段階から⼊ってきちっとリードする。それがわれわれの本来の価値だということを、上に
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対してきちんと表明した。経営の反応は、⾄極当然だという感じでいいと思う。従業員満⾜度調査で
の結果を⾒てみると、やはり、⾃分たちの価値や⽬標感が分かりやすくなってだいぶポイントが上
がっており、みんな⽣き⽣きとしてきた（社会インフラ）。



IT部門発のﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを進めるための「十カ条」

⑩ 人材を育成する⑩ 人材を育成する

IT部門発の変革は 「IT部門で計画し 各部門～経営層へのレビューおよび教育を実IT部門発の変革は、「IT部門で計画し、各部門～経営層へのレビューおよび教育を実

施」することで推進される。IT部門の要員が行わなくてはならないのは「関係部門と

の打ち合わせに基づく課題摘出と問題解決の共有化」である。このため、何よりも重

要なのは「IT部門における

企画提案力を持った人材育成」である。さらに

「対話力、交渉力などの対人関係能力」もIT部門の人材がこれから強化していかなけ

ればならない能力の つである しかし 「IT部門の要員はITに関する技術力や知識はればならない能力の一つである。しかし、「IT部門の要員はITに関する技術力や知識は

持っている」が、「改革との連携が取れる人材」に育っていないというのが現状であ

ろう。

このため、多くの企業が「OJTによる業務知識の習得」、「部門横断業務ノウハこのため、多くの企業が OJTによる業務知識の習得」、 部門横断業務ノウハ

ウ」、「業務プロセスの理解と分析方法」、「ビジネスアーキテクチャー（BA）」な

どについて、「勉強会の開催」や「セミナー等への参加による情報収集」という人材

育成の必要性を指摘している。

■インタビューより■
やはり、まずこういう理想、こういう仕事をするのだというのを掲げない
と、⾏動もしてくれないです。ミッションはこういうことだというのをき
ちんと置くことが 番重要です それさえ納得すれば⾃ら学びます そう
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ちんと置くことが⼀番重要です。それさえ納得すれば⾃ら学びます。そう
なったら研修の機会を与えてあげる。そういうことが重要だと思います
（社会インフラ）。



IT部門発のﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを進めるための「十カ条」

忘れてはならぬこと・・・忘れてはならぬこと・・・

「格好いい企画とか グローバルだとか 事業と一体だと「格好いい企画とか、グロ バルだとか、事業と 体だと
いうようなことを、その前面に立っている人たちだけで、
部門全体、会社全体を支えられているわけではなくて、当
然その攻めと守りのバランスというのは取らなくてはいけ然その攻めと守りのバランスというのは取らなくてはいけ
ないです。役割分担の中でつくること、それから運用を
しっかり守ること、これを担っているメンバーが、絶対必
要なわけです そこをメ セ ジとしては ち んと忘れ要なわけです。そこをメッセージとしては、ちゃんと忘れ
ずに、あらためて原点に立ち返って。サービスレベルを守
るという仕事、これを抜きにグローバルも、事業と一体と
なるITもないんだと。要するに足元ができていないのに、
上滑りだけしてもしようがないのです（機械器具製造）。
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

主な調査結果

2. トピックス
① 新規テクノロジーの採用
② システム開発② システム開発
③ IT基盤
④ クライアント環境

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの提案
② 情報セキュリティ② 情報セキュリティ

4. 定点観測
① IT予算① IT予算
② IT投資マネジメント
③ IT推進組織・IT人材
④ グローバルIT戦略
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＜情報セキュリティ対策＞不安の割合がﾀﾞﾝﾄﾂで高いのは「ｿｰｼｬﾙﾒ
ﾃﾞｨｱﾎﾟﾘｼｰの作成」(私的利用、企業利用)、「ﾃﾞｰﾀの暗号化等の保護
策」に比較し不安の大きさはほぼ2倍

0% 20% 40% 60% 80% 100%

策」に比較し不安の大きさはほぼ2倍

情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の
8.8

10.2

30.1

32.3

61.1

57.5

⑦ソーシャルメディアポリシーの作成（私的利用）（n=967）

⑥ソーシャルメディアポリシーの作成（企業利用）（n=967）

⑨デ タ 暗号化等 保護策（ ）

情報 ﾘ ｨ 策
自己評価
（「対策ができておらず
不安」降順）

22.5

17.0

15.0

47.2

53.9

57.1

30.3

29.1

27.9

⑨データの暗号化等の保護策（n=996）

④情報セキュリティ教育の実施（n=996）

③情報資産のレベル分けによる適切な管理（n=993）

・前年調査で対策が進んでい
る項目は外し、昨今の情報セ
キ リティ対策のトレンドを踏

19.1

27.4

53.4

48.9

27.5

23.7

③情報資産の ル分けによる適切な管理（ ）

②情報セキュリティ監査の実施（n=994）

⑧USBメモリ/CD-ROM等の書き出し・持ち出し制限
（n=997）

キュリティ対策のトレンドを踏
まえ、「情報セキュリティ事故
を報告する仕組み」、「外部か
らの侵入検知・防止策」を追
加

23.3

23.4

53.9

56.2

22.7

20.4

⑤情報セキュリティ事故を報告する仕組み（n=994）

①グループ企業の情報管理規定の確立（n=773）

加。

・標的型攻撃への対策状況を
確認する目的で追加した「外

19.3 60.0 20.7⑩外部からの侵入検知・防止策（n=996）

十分な対策ができており不安はない 同業他社並みの対策はできているが多少不安 あまり対策が進んでおらずかなり不安

部からの侵入検知防止策」は
想定よりも不安が少ない。従
来型のファイアーウォールに
よる対策の実施を指した企業
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よる対策の実施を指した企業
も少なからず含まれるのでは
ないかと推測される



＜情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の強化予定＞
「外部からの侵入検知・防止策」「情報ｾｷｭﾘﾃｨ教育の実施」など、標的
型攻撃の防御策に関心が高まる型攻撃の防御策に関心が高まる

 0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報セキュリティ対策の
54.6

53.5

45.4

46.5

⑩外部からの侵入検知・防止策（n=929）

④情報セキュリティ教育の実施（n=920）

情報セキュリティ対策の
強化予定（「強化予定あり」
の比率順）

52.8

50.3

47.2

49.7

⑧USBメモリ/CD-ROM等の書き出し・持ち出し制限
（n=925）

⑨データの暗号化等の保護策（n=921）

・強化予定ありの比率が高い
のは「外部からの侵入検知・
防止策」の54.6％、続いて「情
報セキュリティ教育の実施」

44.7

43.2

43 9

55.3

56.8

56 1

⑥ソーシャルメディアポリシーの作成（企業利用）（n=915）

②情報セキュリティ監査の実施（n=935）

③情報資産のレベル分けによる適切な管理（n=918）

報 キ リティ教育 実施」
の53.5％ 。

・この二つの施策は標的型攻
撃の防御策として有効な手段

43.9

43.0

40.9

56.1

57.0

59.1

③情報資産のレベル分けによる適切な管理（n=918）

⑦ソーシャルメディアポリシーの作成（私的利用）（n=910）

⑤情報セキュリティ事故を報告する仕組み（n=906）

であり、強化の必要性を感じ
ている企業が多い。

・ 「あまり対策が進んでおらず

47.3 52.7①グループ企業の情報管理規定の確立（n=719）

あり なし

不安」の比率が圧倒的に高い
「ソーシャルメディアポリシー
の対策」（私的利用、企業利
用）は、強化予定は（企業利
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用） 、強 予定 （ 業利
用）が6位、（私的利用）が9位



＜ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱ対策＞企業のｾｷｭﾘﾃｨを脅かす存在は、社外からの攻
撃だけではない。従業員による情報漏えいなど、社内にもリスクは潜
む ｿ ｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱﾎﾟﾘｼ の作成は必要性を認める企業で進むむ。ｿｰｼｬﾙﾒﾃ ｨｱﾎ ﾘｼｰの作成は必要性を認める企業で進む

 0% 20% 40% 60% 80% 100%年度別 ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱﾎﾟﾘ

10.2

7.1

32.3

28.4

57.5

64.5

12年度（n=967）

11年度（n=964）⑥
ソ

ー
シ

ャ
ル

メ
デ

ィ
ア

ポ
リ

シ
ー

の
作

成
（

企
業

利
用

）

度 ﾘ
ｼｰの作成状況

・企業におけるSNSのﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ
や広告などへの利用は 急速

8.8 30.1 61.112年度（n=967）

未調査

メ
⑦

ソ
ー

シ
ャ

ル
デ

ィ
ア

ポ
リ

シ
ー

の
作

成
私

的
利

用
）

や広告などへの利用は、急速
に一般化している一方で、企業
の対策は全体的に遅れている

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙをITに依存している 未調査⑦
メ

デ （

十分な対策ができており不安はない 同業他社並みの対策はできているが多少不安 あまり対策が進んでおらずかなり不安

0% 20% 40% 60% 80% 100%

・ﾋ ｼ ﾈｽﾓﾃ ﾙをITに依存している
企業ほど、顧客接点などへの
SNSの利用が進んでいる。一概
に利用を禁止するのではなく、
効果を損なわず ｷ を高

14.7

11 2

39.6

32 9

45.7

55 9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ITなしではビジネスモデルが成り立たない（n=278）

どちらかといえばITなしではビジネスモデルが成り立たない（n=161）

効果を損なわず、ｾｷｭﾘﾃｨを高
める体制づくりが必要である。

11.2

10.6

3 6

32.9

30.4

26 2

55.9

59.0

70 2

どちらかといえばITなしではビジネスモデルが成り立たない（n 161）

どちらかといえばITはビジネスを支援するツールである（n=283）

ITはビジネスを支援するツールである（n=225）
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙとITの関係別
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3.6 26.2 70.2ITはビジネスを支援するツールである（n=225）

十分な対策ができており不安はない 同業他社並みの対策はできているが多少不安 あまり対策が進んでおらずかなり不安

「ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱﾎﾟﾘｼｰの作成
（企業利用）」の状況



大企業ほど標的型ｻｲﾊﾞｰ攻撃の標的になりやすいのは本当か─ 検
知は手段の導入が必要。大企業の方が攻撃を受ける可能性が高い
自覚があるがゆえに対策が進んだ結果と推測される自覚があるがゆえに対策が進んだ結果と推測される

企業規模別
0% 20% 40% 60% 80% 100%

規模
標的型ｻｲﾊﾞｰ攻撃の
有無

攻撃を「受けていない」と

10.2

6.1

13.4

13.0

76.3

80.8

全体（n=997）

1000人未満（n=683）

・攻撃を「受けていない」と
回答した企業のうち、
「ネットワーク境界におけ
る異常トラフィックの監視
検 講

19.1 14.3 66.61000人以上（n=314）

攻撃を受けた 受けた可能性もあるが把握していない 受けていない

検知」を講じているのは
53.6％。残りはどうやって
攻撃を「受けていない」と
判断したのか不明。「攻

47.7
41.4

59.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

偵察・情報収集フェーズにおいて、偽メールにだまされないためのリテ
ラシー教育

（％）

撃を受けていても気づい
ていない」企業が含まれ
る可能性が否定できない。

24.2

69.6

20.0

67.7

32.4

73.2

マルウェアに侵入された場合の異常に気付くためのリテラシー教育

イントラネット内・サーバー等のマルウェア感染の常時監視・検知

企業規模別
標的型サイバー攻撃
の対策実施率（複数

56.3

4.4

49.2

2.2

70.0

8 7

ネットワーク境界における異常トラフィックの監視・検知

事故が起きた時に作動するCSIRTの設置
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の対策実施率（複数
回答）

8.7

全体（n=842） 1000人未満（n=555） 1000人以上（n=287）



＜標的型ｻｲﾊﾞｰ攻撃の対策実施率＞
いずれも攻撃を受けた企業ほど実施率が高い。 事故発生後の対策を
行うCSIRTの設置企業はわずか4 5％行うCSIRTの設置企業はわずか4.5％。

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0
（ ）標的型ｻｲﾊﾞｰ攻撃の

47.9
62.4

48.2
45.5

偵察・情報収集フェーズにおいて、偽メールにだまされないためのリテ
ラシー教育

（％）標的型ｻｲﾊ 攻撃の
有無別
標的型サイバー攻撃の
対策実施率

24.3
35.6

20.2
23.2

マルウェアに侵入された場合の異常に気付くためのリテラシー教育

対策実施率

・標的型ｻｲﾊﾞｰ攻撃対策として
は、「ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ内・ｻｰﾊﾞｰなど
のﾏﾙｳｴｱ感染の常時監視・

69.8
77.2

65.8
69.4

イントラネット内・サーバー等のマルウェア感染の常時監視・検知

のﾏﾙｳｴｱ感染の常時監視
検知」（69.8％）や、「ﾈｯﾄﾜｰｸ
境界における異常ﾄﾗﾌｨｯｸの
監視・検知」（同56.5％）が多
い 56.5

4 5

74.3
57.0

53.6

ネットワーク境界における異常トラフィックの監視・検知

い。
ただし、この回答には標的型
ｻｲﾊﾞｰ攻撃を察知できない従
来型のﾛｸﾞ監視なども含まれ

4.5
13.9

2.6
3.3

事故が起きた時に作動するCSIRTの設置

全体（ 848） 攻撃を受けた（ 101） 受けた可能性もあるが把握していない（ 114） 受けていない（ 633）

ているとみられるため、実効
性はこの値よりも低いと推測
される
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全体（n=848） 攻撃を受けた（n=101） 受けた可能性もあるが把握していない（n=114） 受けていない（n=633）

*CSIRT：Computer Security Incident Response Team セキュリティ関連の事故が発生した場合に、報
告を受け取り、調査し、対応活動を行う組織を指す



＜参考＞
標的型ｻｲﾊﾞ 攻撃に対する取り組みへの提案標的型ｻｲﾊ ｰ攻撃に対する取り組みへの提案

攻撃者が巧妙な攻撃を繰り返すプロ集団であるがゆえ、攻撃を受けていること自体の発見が難しく、攻
撃を受けていることを検知できたとしても情報資産の窃取などの被害を受けたかどうかの判断も簡単で撃を受けていることを検知できたとしても情報資産の窃取などの被害を受けたかどうかの判断も簡単で
はない。標的型サイバー攻撃への対策は、何かの単一的なソリューションを導入すれば解決するものと
いうものではなく、複合的な観点から対策に取り組む必要がある。

①攻撃の検知
標的型メールを検知できる対策

③原因の分析
十分な期間のログの保管と分析能力標的型メ ルを検知できる対策

異常な通信を検知できる対策
十分な期間の グの保管と分析能力
の保持

②攻撃を受けてしまった場合の対処
攻撃が成功してしまったか否か判断で

④標的型サイバー攻撃に対する全般
的な対策攻撃が成功してしまったか否か判断で

きるようにするための対策
攻撃が成功しても重要な情報資産を
速やかに切り離すことができるための

的な対策
自社におけるリスクを把握したうえで、
それに備えた全般的な対策
脅威に関する継続的な情報の収集（同
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対策 業他社との連携など）



＜ｻﾎﾟｰﾄ切れｿﾌﾄの利用状況＞全ｼｽﾃﾑをｻﾎﾟｰﾄ期限切れ前にﾊﾞｰｼﾞｮ
ﾝｱｯﾌﾟする企業は少数派。ｻｰﾊﾞｰ向けでは企業規模が大きいほどｻﾎﾟ

ﾄ切れｿﾌﾄが残る割合が増加 方 ｸﾗｲｱﾝﾄ向けは傾向が逆にｰﾄ切れｿﾌﾄが残る割合が増加。一方、ｸﾗｲｱﾝﾄ向けは傾向が逆に。

65 0 32 9 2 1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

億円未満（ ）

売上高別 ｻﾎﾟｰﾄ期限切
れ 状 65.0

60.7

49.1

42 5

32.9

38.7

50.3

57 5

2.1

0.6

0.6

0 0

100億円未満（n=283）

100億～1000億円未満（n=463）

1000億～1兆円未満（n=175）

1兆円以上（ 40）

①
サ

ー
バ

ー
Ｏ

Ｓれの状況

・脆弱性を塞ぐためのｾｷｭﾘﾃｨ
ﾊﾟｯﾁの適用は情報ｾｷｭﾘﾃｨ

42.5

56.4

52.6

54 9

57.5

41.8

46.6

45 1

1.8

0.9

0 0

0.01兆円以上（n=40）

100億円未満（n=282）

100億～1000億円未満（n=464）

1000億 1兆円未満（ 175）ラ
イ

ア
ン

ト
O

S

の基本的対策として必要な運
用の一つ。ｿﾌﾄｳｪｱﾍﾞﾝﾀﾞｰの
ｻﾎﾟｰﾄ終了によりｾｷｭﾘﾃｨﾊﾟｯ
ﾁ提供が停止してしまうと、ｼｽ 54.9

60.0

59.1

50 6

45.1

40.0

35.6

45 0

5.3

4 3

0.0

0.0

1000億～1兆円未満（n=175）

1兆円以上（n=40）

100億円未満（n=281）

100億 1000億円未満（ =462）

②
ク

ラ
ー

用
シ

ョ
ン

ﾁ提供が停止してしまうと、ｼｽ
ﾃﾑは脆弱性を抱えたままの
状態となり、情報ｾｷｭﾘﾃｨﾘｽｸ
が増大する

50.6

42.9

35.0

43 2

45.0

53.1

65.0

49 6

4.3

4.0

7 1

0.0

100億～1000億円未満（n=462）

1000億～1兆円未満（n=175）

1兆円以上（n=40）

100億円未満（n=280）

③
サ

ー
バ

ー
ア

プ
リ

ケ
ー

シ

・「①ｻｰﾊﾞｰOS」、「③ｻｰﾊﾞｰ用
ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ」は企業規模が小
さいほど「まったくない」の割
合が高い 「①ｻｰﾊﾞｰOS」 43.2

34.6

39.4

45 0

49.6

58.7

52.6

55 0

7.1

6.7

8.0

0 0

100億円未満（n=280）

100億～1000億円未満（n=463）

1000億～1兆円未満（n=175）

1兆円以上（n=40）

④
ク

ラ
イ

ア
ン

ト
用

ア
プ

リ
ケ

ー
シ

ョ
ン

合が高い。「①ｻｰﾊ ｰOS」、
「③ｻｰﾊﾞｰ用ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ」は、
企業規模が大きいほど保有
するｼｽﾃﾑの数が多いため、
完全な対策が難しいのでは
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45.0 55.0 0.01兆円以上（n=40）

まったくない 一部サポート切れあり 状況を把握していない

完全な対策が難しいのでは
ないかと推測される



ｻﾎﾟｰﾄ期限切れのｿﾌﾄｳｪｱ利用を続ける理由は「ﾘｽｸを分析し、許容で
きると判断した」 が最も高い。4社に1社（23.6%）は「費用がない」、
16 6%は「時間がない」 大企業ほどﾘｽｸ分析の下 利用を続ける傾向16.6%は「時間がない」。大企業ほどﾘｽｸ分析の下、利用を続ける傾向

 0.0 20.0 40.0 60.0 80.0
（％）売上高別

40.8
35.0

40.6
46.9

57.1

リスクを分析し、許容できると判断した

サポート期限切れの
ソフトウェア利用を
続ける理由（複数回答）

23.6
26.9

22.8
23.5

9.5

リスクと認識しているが、バージョンアップやリプレースを行う費用がない・「ﾘｽｸを分析し、許容できると
判断した」との回答が100億
円未満の企業では35 0％に

16.6
11.4

19.5
19.6

7.1

リスクと認識しているが、バージョンアップやリプレースを行う時間がない

円未満の企業では35.0％に
対し、1兆円以上の企業では
57.1％となっている。大企業
ほどきちんとしたﾘｽｸ分析の
下 ｻﾎﾟ ﾄ期限切れのｿﾌﾄｳ

8.3
8.1

10.5
5.0

0.0

リスクとはとらえておらず、特に対応していない

下、ｻﾎ ｰﾄ期限切れのｿﾌﾄｳｪ
ｱを使い続けている傾向が強
い。

4.6
4.4
4.2

6.1
4.8

その他

全体（n=996）
100億円未満（n=297）
100億～1000億円未満（n=478）
1000億～1兆円未満（n=179）
1兆円以上（n=42）

・「ﾘｽｸとはとらえておらず、特
に対応していない」との回答
率が1兆円以上の企業では
0.0％
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＜参考＞サポート期限切れに対するユーザー企業の
ソフトウェアベンダ への意見ソフトウェアベンダーへの意見

●サポート期限の短さ

・サポート期間が短い

・製品のライフサイクルが短すぎる

・販売したものにサポート期限を設けること自体が我々製造業ではありえない

セキュリティに重大な影響を及ぼすパッチ等は、サポート期限を長くして欲しい

サポート期限のサイクルが早く、リプレースするにも社内的に予算が取り難い

対企業向けにはも とサポ ト期限を長くして欲しい・対企業向けにはもっとサポート期限を長くして欲しい

・利用数（市場で）の多いものについてはサポート延長して欲しい

●バージョンアップの手間・動作保障

・現状のソフトウェアのままでセキュリティレベルだけを上げた製品でバージョンアップして欲しい。使用方法が変わるのはつらい

・データベースやWeb系等、ミドルウェア間の連携はベンダーで動作確認すべき

・サポート期限があるのは仕方がないが、バージョンアップに係わるシステム的な対応に手間暇がかかりすぎる

・バージョンアップやパッチ適用によるシステム側の負荷が高すぎ（上位互換して欲しい）

●バ ジ ンア プ 保守費用●バージョンアップ・保守費用

・保守料が高額

・保守費用が高すぎる割に（ベンダーは）何もしない

・ベンダーの存続のためのバージョンアップが多い。ベンダーが儲けるためのやり方としか思えない

・ソフトウェア提供ベンダーは 一方的に保守を打切るが そもそも保守の範囲でバージョンアップを計画すべき できないのなら返金してほしい・ソフトウェア提供ベンダ は、 方的に保守を打切るが、そもそも保守の範囲でバ ジョンアップを計画すべき、できないのなら返金してほしい

・ベンダーによっては、サポート期限が短すぎる、または通知が遅すぎる。何の為に保守料を払っているのか

●機能追加

・機能の向上がほとんど見られないバージョンアップによって、コストをかけてバージョンアップしなくてはならない事にむなしさを覚える
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・脆弱性をなくせない以上、不必要な多機能や汎用性を製品に実装し、コストを無駄にかけることをやめてほしい。単機能で十分



主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール
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＜IT予算（開発費+保守運用費）の現状と今後の見通し＞
13年度は対前年度比「増加」と「減少」が拮抗、4 社に1 社は「不変」。
DI値はわずかに改善するものの 予算を「増加」する企業は減少

0% 20% 40% 60% 80% 100%

DI値
（n=358）

DI値はわずかに改善するものの、予算を「増加」する企業は減少

IT予算の増減

29.9

23.2

11.7

15.4

18.4

27.1

18.4

14.8

21.5

19.6

12年度

13年度予測

DI値
4.2

1.7

（n=358）

・「増加」する割合（38.6%か
ら「減少」する割合

▲ 10 ▲ 5 0 5 10

28.5 14.5 21.2 14.8 20.911年度

10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上減少

7.3

ら「減少」する割合
（34.4%）を差し引いて求め
たDI値は4.2ﾎﾟｲﾝﾄ、12年
度の1.7ﾎﾟｲﾝﾄから微増

▲ 6.7

3.6

1.4

▲ 10 ▲ 5 0 5 10

10％以上増加

10％未満増加

（％）
・DI値は改善したものの、
13年度にIT予算が「増
加」する割合は、12年度

べ ﾎﾟ る

8.7

▲ 3 6

▲ 2.8

▲ 2.8

10％未満増加

不変

未満減少

に比べて3.0ﾎﾟｲﾝﾄ下回る。

注）調査は2012年10月～
12月に実施。当時と現在 ▲ 3.6

▲ 2.0

3.6

0.6

10％未満減少

10％以上減少

13年度予測

12年度

IT予算増減の内訳

は景況感が異なる点は
注意
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IT予算増減の内訳
(n=358） ※12年度調査では、開発費（ハード/ソフトの調達費用、外部委託費、社内人件費など）、償却費を除いた保

守運用費（ハード/ソフトの保守費、外部委託費、社内人件費など）、ハード/ソフトなどの償却費を個別に質
問した。「開発費」と「償却費を除いた保守運用費」の合計を年間IT予算としている。



IT予算のDI値（Diffusion Index：増加割合-減少割合）の次年度予測の
推移を見ると、IT予算は10年度 (▲4ﾎﾟｲﾝﾄ）を底に、ゆっくりと回復基
調だが 劇的な回復は見込めない

IT予算DI値（次年度予測）の推移

調だが、劇的な回復は見込めない

50%

60%

構成比

50

60
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21.0

11.115
8 1

20%

30%
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14
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-10%

0%

10%

▲ 10

0

10 10％以上増加

10％未満減少

10％以上減少

【参考】DI値（計画値）

▲ 13.5

▲ 9.0

-40%

-30%

-20%

▲ 40

▲ 30

▲ 20
DI値（予測値）

-50%

03年度 04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度 11年度 12年度 13年度

▲ 50

・金額ﾍﾞｰｽの平均値は、10年度は27億71百万円、11年度は27億85百万円、12年度は27億92
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百万円、13年度は28億56百万円であった。10年度を100とすると、11年度は100.5、12年度は
100.8、13年度は103.1となり、10年度から12年度まではほとんど変化がないが、13年度に若
干の増加が見込まれている。



13年度は中規模企業（300～1000 人未満規模）でDI値が13.1と大きく
改善、この層がIT投資を支える年に。ただし、「減少」する企業が減っ
たことが理由であり 「増加」する企業が増えたわけではない
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20.0

15.6

28.1

21.9

30.0

14.1

1.6

4.7

10.0

29.7

31.3

26.6

25.0

20.3

14.1

20.3

15.0

13年度予測

12年度

11年度

13年度予測

1
0
0
0
億

～

1
兆

円
未

満

 （
n
=
6
4
）

以
上

0
）

▲14.1
7.7
1.6

10.0
▲25 0

はその規模がさらに小さく
なり、「1000億円未満」の
層がIT投資を支える年に
なりそうだ。

20.0

20.0

15.0

25.0

5.0

0.0

40.0

35.0

20.0

20.0

12年度

11年度1
兆

円
以

（
n
=
2
0

10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上減少

▲25.0
▲10.0
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なりそうだ。



IT予算の増加が続くBtoC企業。IT予算を増加する企業の割合はこの3
年間約5割弱、うち、10％以上増加させる企業が4割弱であり、活発な
IT投資を行 ている DI値も 13年度は14 1が予測されているIT投資を行っている。DI値も、13年度は14.1が予測されている。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

DI値主たる商品・ｻｰﾋﾞｽ
22.7

27.3

29.5

15.0

12.3

14.1

28.6

21.4

22.7

13.2

20.5

13.2

20.5

20.5

18.6

13年度予測

12年度

11年度

B
to

B
 （

n
=
2
2
0
）

4.0

0.5

9.9

の取引形態別 IT予
算の増減

各企業の主な取引形態
35.1

36.8

36.8

12.3

10.5

10.5

19.3

14.0

15.8

17.5

8.8

17.5 19.3

29.8

15.813年度予測

12年度

11年度
B
to

C
 （

n
=
5
7
）

14.1

8.7

10.5

・各企業の主な取引形態、
BtoB（企業間取引）か
BtoC（企業対消費者間取
引）か尋ねた。

16.9

32.3

23.1

12.3

27.7

12.3

16.9

20.0

15.4

23.1

13年度予測

12年度

B

B
 か

つ
 B

to
C

（
n
=
6
5
）

7.7

1.5

・ BtoB企業では、全体の
約2/3の企業がこのカテ
ゴリーとなるため、全体
の動きと非常に似た動き 18.5 20.0 21.5 16.9 23.111年度

B
to

10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上減少

▲1.5の動きと非常に似た動き
となっている。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

DI値主たる商品・ｻｰﾋﾞｽ

9.2

5 1

11.4

19.0

17 8

0.6

3 2

61.2 9.3

5.6

1 9

7.2

5 1

4.2

1.4

2.1
47.9

51 6

0.6

2.1

1 9

7.7

8 9

2.1

3.3
5.0BtoB （n=484）

BtoC （n=142）

両方 （n=157）

DI値
2.4

17.0

14 0

主たる商品 ｻ ﾋ ｽ
の取引形態別 3年
後の開発費の増減

・BtoCに関わる企業は IT
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5.1 17.8 3.2 1.95.1 51.6 1.9 8.9
4.5

両方 （n=157）

増加 50％以上 増加 30％以上 増加 10％以上 増加 10％未満 変わらない

減少 10％未満 減少 10％以上 減少 30％以上 減少 50％以上

14.0・BtoCに関わる企業は、IT
投資で積極的に需要の
掘り起こしを行っていると
推測される



＜売上高に対するIT予算比率＞単純平均で10年度1.19%、 11年度
1.20%、 12年度1.17%、12年度は売上の伸びにIT予算の伸びが追いつ
かず ＩＴ予算比率はIT装置産業といわれる「金融」が突出

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00 5.00 6.00
（％）

かず。ＩＴ予算比率はIT装置産業といわれる「金融」が突出

業種グループ別
1.17

0.38

1.20
1.19

全体 （n=314）

（％）

12年度

11年度

業種グル プ別
売上高に占める
IT予算比率
（計画値ベース）

0.72

0.48

0.67

0.42

0.73

建築・土木 （n=26）

素材製造 （n=70）

10年度

・10年度（1.19%）と比較し
た11年度は0.69%の伸び。
12年度は▲2.19%の伸び

0.64

0.95
0.93

0.98
機械器具製造 （n=78）

であったが、売り上げの
伸びに対して、IT予算の
伸びが小さかったことが
影響していると思われる

4.94

0.61

4.94

0.66

5.36

商社・流通 （n=58）

金融 （n=16）

影響していると思われる。

・「ｻｰﾋﾞｽ」のIT予算比率は、
例年の調査と比べると値
が大きくなっているが 複

1.29

1.96

1.20
1.27

社会インフラ （n=20）

が大きくなっているが、複
数のｻﾝﾌﾟﾙに値が大きい
ものがあるため（中央値
は、10年度、11年度、12
年度

1.96
2.29

1.97
サービス （n=46）
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年度の順に、1.15%、
1.14%、1.14%）



主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

主な調査結果

2. トピックス
① 新規テクノロジーの採用
② システム開発② システム開発
③ IT基盤
④ クライアント環境

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの提案
② 情報セキュリティ② 情報セキュリティ

4. 定点観測
① IT予算① IT予算
② IT投資マネジメント
③ IT推進組織・IT人材
④ グローバルIT戦略
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⑤ BCP
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＜IT部門がIT投資で解決したい中期的な経営課題＞
「迅速な業績把握、情報把握（ﾘｱﾙﾀｲﾑ経営） 」と「業務ﾌﾟﾛｾｽの効率
化（省力化 業務ｺｽﾄ削減）」がIT投資の二本柱

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0
（％）

化（省力化、業務ｺｽﾄ削減）」がIT投資の二本柱

IT投資で解決したい
19.2

20.8

8.8

8.4

8.1

11.9

10.0

8.7

18.3業務プロセスの効率化（省力化、業務コスト削減）

迅速な業績把握、情報把握（リアルタイム経営）

IT開発・運用のコスト削減

IT投資で解決したい
中期的な経営課題
（1～3位）

累計では「業務ﾌﾟﾛｾｽの
7.9

4.9

2.6

9.5

8.5

5.0

6.8

9.9

11.8

営業力の強化

業務プロセスの質・精度の向上（ミス、欠品削減等）

BCP（事業継続計画）の見直し

・累計では「業務ﾌ ﾛｾｽの
効率化」（49.4%）と、続く
「迅速な業績把握、情報
把握（ﾘｱﾙﾀｲﾑ経営）」

8.1

4.1

3 8

6.5

8.1

6 2

4.8

7.2

7 6

グローバル化への対応

業務プロセスのスピードアップ（リードタイム短縮等）

社内コミュニケーションの強化

（39.2% ）が圧倒的に高い。
その次は少し低くなるが、
「IT開発・運用のｺｽﾄ削減」
（25.6%）、「営業力の強化」 3.8

5.9

4.3

2 5

6.2

4.1

4.1

4 2

7.6

2.8

3.8

4 4

社内コミュニケ ションの強化

顧客重視の経営

ビジネスモデルの変革

企業間（グル プ 業界 取引先間）の情報連携

（25.6%）、 営業力の強化」
（24.2%）、「業務ﾌﾟﾛｾｽの
質・精度の向上」（23.3%）
が続いている。

2.5

4.7

4.2

4.1

4.4

4.71.7

1 0

3.2 2.8

企業間（グループ、業界、取引先間）の情報連携

商品・サービスの差別化・高付加価値化

企業としての社会的責任の履行（セキュリティ確保、個人情報の保護等）

1位（n=1005）

2位（n=1002）

3位（n=990）

・「BCP（事業継続計画）の
見直し」は、3位の回答率
が高い（11.8%）。東日本大
震災後 継続課題と位置 1.92.6

1.0
経営の透明性の確保（内部統制、システム監査への対応等）
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震災後、継続課題と位置
づけられていると考えられ
る。



規模の小さい企業は「守り」に追われ、規模が大きくなるほど「攻め」の
IT投資に注力していく傾向が明確に！規模が大きくても「守り」として
継続すべき課題は「業務ﾌﾟﾛｾｽの効率化」と「IT開発 運用ｺｽﾄの削減」継続すべき課題は「業務ﾌ ﾛｾｽの効率化」と「IT開発･運用ｺｽﾄの削減」

売上高別 「攻め」と「守り」 7.3

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0
（％）

3.5

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

グローバル化への対応

（％）

」 」
ＩＴ投資で解決したい中期
的な経営課題（1位）

IT投資で解決したい中期的な

7.7

6.9

3.2

3.2

3.0

21.2

7.0

4.9

4.9

4.5

1.0

23.7

営業力の強化

顧客重視の経営

商品・サービスの差別化・高付加価値化

ビジネスモデルの変革
企業間（グループ、業界、取引先間）の情報連

携
迅速な業績把握、情報把握（リアルタイム経

営）

攻
め

・IT投資で解決したい中期的な
経営課題(1位)を、「攻め（顧客
価値の遡及や拡販、新規事業
等の展開）」と「守り（効率化やﾘ

低減 分類 売 高

21.2

21.2

8.4

4.9

4.1

3.2

23.7

18.1

9.1

7.0

4.5

4.9

営）
業務プロセスの効率化（省力化、業務コスト削

減）
IT開発・運用のコスト削減

業務プロセスの質・精度の向上（ミス、欠品削
減等）

業務プロセスのスピードアップ（リードタイム短
縮等）

社内コミュニケーションの強化

事業継続計 直
守

り

ｽｸ低減）」に分類し、売上高別
に整理・比較してみると、
売上規模が小さい企業では「守
り」中心のIT投資に偏り、

2.8

1.5

1.3

100億～1000億円未満
（n=466）

3.5

2.4

1.0

BCP（事業継続計画）の見直し
企業としての社会的責任の履行（セキュリティ

確保、個人情報の保護等）
経営の透明性の確保（内部統制、システム監

査への対応等）

100億円未満
（n=287）

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0
（％）

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0
（％）

規模が大きくなるにしたがって
「攻め」のIT投資に注力していく
傾向が明確に示されている。

11.9

7.1

2.4

7.1

14.3

4 8

（％）

17.3

9.5

6.1

7.8

4.5

3 4

グローバル化への対応

営業力の強化

顧客重視の経営

商品・サービスの差別化・高付加価値化

ビジネスモデルの変革
企業間（グループ、業界、取引先間）の情報連

攻
め

（％）

ただし、「業務ﾌﾟﾛｾｽの効率化」
と「IT開発・運用ｺｽﾄ削減」は
企業規模が大きくても「守り」と
して継続すべきIT投資課題と

4.8

16.7

9.5

11.9

0.0

9.5

3.4

15.6

17.9

7.3

2.8

2.8

携
迅速な業績把握、情報把握（リアルタイム経

営）
業務プロセスの効率化（省力化、業務コスト削

減）
IT開発・運用のコスト削減

業務プロセスの質・精度の向上（ミス、欠品削
減等）

業務プロセスのスピードアップ（リードタイム短
縮等）守

り
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して継続すべきIT投資課題と
なっている。

0.0

0.0

4.8

0.0
1兆円以上（n=42）

3.4

1.1

0.0

0.6

社内コミュニケーションの強化

BCP（事業継続計画）の見直し
企業としての社会的責任の履行（セキュリティ

確保、個人情報の保護等）
経営の透明性の確保（内部統制、システム監

査への対応等）

1000億～1兆円未満
（n=179）



金融は他と異なった傾向を示しており、今後の競争に向けて、顧客サ
ビス向上 顧客関係管理等差別化に繋がるIT投資が求められるービス向上、顧客関係管理等差別化に繋がるIT投資が求められる

業種グループ別
投資 解決 た 中期的な経営課題（ 位 ）

18 8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0
（％）

サービス（n=186）

19 1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0
（％）

社会インフラ（n=68）

6 9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0
（％）

金融（n=58）

19 7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

迅速な業績把握、情報把握

（％）

商社・流通（n=173）
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（％）

機械器具製造（n=258）
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0.0 10.0 20.0 30.0 40.0
（％）

素材製造（n=188）

21 6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

迅速な業績把握、情報把握

（％）

建築・土木（n=74）

IT投資で解決したい中期的な経営課題（1位のみ）

18.8

14.0

12.9

3.8

9 7

19.1

20.6

14.7

7.4

1 5

6.9

5.2

17.2

0.0

17 2

19.7

21.4

9.8

1.2

速な業績把握、情報把握

（リアルタイム経営）

業務プロセスの効率化

（省力化、業務コスト削減）

IT開発・運用のコスト削減

グローバル化への対応

24.8

19.0

4.3

17.1

3 9

22.9

19.1

7.4

11.7

6 9

21.6

37.8

2.7

1.4

速な業績把握、情報把握

（リアルタイム経営）

業務プロセスの効率化

（省力化、業務コスト削減）

IT開発・運用のコスト削減

グローバル化への対応

9.7

7.5

4.8

7.5

1.5

7.4

1.5

4.4

17.2

20.7

3.4

13.8

12.7

6.9

5.8

5.2

営業力の強化

顧客重視の経営

業務プロセスの質・精度の向上

（ミス、欠品削減等）

商品・サービスの差別化・

高付加価値化

3.9

2.3

3.9

3.5

6.9

4.3

6.9

2.1

6.8

2.7

5.4

0.0

営業力の強化

顧客重視の経営

業務プロセスの質・精度の向上

（ミス、欠品削減等）

商品・サービスの差別化・

高付加価値化

5.9

2.2

5.9

1.6

7.4

2.9

4.4

1.5

6.9

0.0

0.0

1.7

2.9

2.9

2.3

4.6

ビジネスモデルの変革

業務プロセスのスピードアップ

（リードタイム短縮等）

社内コミュニケーショ ンの強化

BCP（事業継続計画）の見直し

4.7

6.6

3.9

1.2

2.1

5.9

3.2

3.7

2.7

2.7

5.4

4.1

ビジネスモデルの変革

業務プロセスのスピードアップ

（リードタイム短縮等）

社内コミュニケーショ ンの強化

BCP（事業継続計画）の見直し

2.7

2.2

0.5

5.9

1.5

0.0

0.0

6.9

0.0

2.9

0.0

1.7

企業間（グループ、業界、取引先間）の

情報連携

企業としての社会的責任の履行

（セキュリティ確保、個人情報の保護等）

経営の透明性の確保

（内部統制、システム監査への対応等）

1.2

1.9

1.9

2.7

0.5

0.5

4.1

2.7

0.0

企業間（グループ、業界、取引先間）の

情報連携

企業としての社会的責任の履行

（セキュリティ確保、個人情報の保護等）

経営の透明性の確保

（内部統制、システム監査への対応等）

・機械器具製造、素材製造では「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化への対応」も他の業種ｸﾞﾙｰﾌﾟに比べ重要度が高い。
・金融は他と異なった傾向を示している。回答率が高いのは「顧客重視の経営」11年度（10.6％）→12
年度（20.7％）、「営業力の強化」11年度（13.6％）→12年度（17.2％）、「商品・サービスの差別化・高付
加価値化」11年度（10.6％）→12年度（13.8％） 79



＜IT投資における中期的な重点投資分野＞
「顧客情報 営業支援」「生産 在庫管理」「販売管理」が上位

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0
（％）

「顧客情報・営業支援」「生産・在庫管理」「販売管理」が上位

IT投資における中期
16.3

17.4

14.9

10.2

11.1

8.5

5.9

4.9

11.7顧客情報・営業支援（SFA、CRM等）

生産・在庫管理

販売管理

期
的な重点投資分野
（1～3位）

「BCP（事業継続計画）の
12.4

5.6

4.8

9.5

9.6

6.6

8.7

12.1

14.2

経営情報・管理会計

グループウェア、社内情報ポータル

BCP（事業継続計画）

・「BCP（事業継続計画）の
見直し」は、3位の回答率
が高い（14.2%）。最優先で
はないものの、東日本大

4.6

7.6

3 4

10.8

7.9

5 8

10.0

9.7

8 7

セキュリティ強化

サーバー環境整備

ネットワーク基盤の整備

震災を契機に重点投資分
野の一つとして位置づけ
ている企業が多い。

3.4

6.1

2.5

1 1

5.8

6.6

4.3

8.7

4.7

4 92 1

3.5

ネットワ ク基盤の整備

財務会計

設計・開発支援

内部統制対応

・重点投資分野の1位を売
上高別に見ると、1000億
～1兆円未満、1兆円以上
の売上高の大きい企業で 1.1 4.9

2.6

0.6

0 4
1.0

2.1

2.7

2.0

1.4

内部統制対応

eコマース（販売）

調達管理
1位（n=1008）

2位（n=1002）

3位（n=984）

の売上高の大きい企業で
は「顧客情報・営業支援」
「生産・在庫管理」「販売管
理」に加え「経営情報・管
理会計 も重要な投資領 0.4

0.3
0.8eコマース（調達）

3位（n 984）
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理会計」も重要な投資領
域として挙げられている。



製造業では生産・在庫管理、商社・流通では販売管理が重点領域、
金融は顧客情報 営業支援に投資金融は顧客情報・営業支援に投資

業種グループ別

 
0 10 20 30 40 50

（％）

サービス（n=188）

0 10 20 30 40 50
（％）

社会インフラ（n=68）

0 10 20 30 40 50
（％）

金融（n=58）

0 10 20 30 40 50
（％）

商社・流通（n=174） 
0 10 20 30 40 50

（％）

機械器具製造（n=259）

0 10 20 30 40 50
（％）

素材製造（n=188）

0 10 20 30 40 50
（％）

建築・土木（n=73）

IT投資における中期的な重点投資分野（1位）

5.3

23.9

9.6

9.6

生産・在庫管理

顧客情報・営業支援（SFA、

CRM等）

販売管理

経営情報・管理会計

10.3

16.2

16.2

10.3

生産・在庫管理

顧客情報・営業支援（SFA、

CRM等）

販売管理

経営情報・管理会計

5.2

41.4

1.7

1.7

生産・在庫管理

顧客情報・営業支援（SFA、

CRM等）

販売管理

経営情報・管理会計

6.3

17.8

36.8

8.6

生産・在庫管理

顧客情報・営業支援（SFA、

CRM等）

販売管理

経営情報・管理会計

34.0

11.6

8.5

15.8

生産・在庫管理

顧客情報・営業支援（SFA、

CRM等）

販売管理

経営情報・管理会計

29.3

7.4

16.0

14.9

生産・在庫管理

顧客情報・営業支援（SFA、

CRM等）

販売管理

経営情報・管理会計

1.4

12.3

5.5

20.5

生産・在庫管理

顧客情報・営業支援（SFA、

CRM等）

販売管理

経営情報・管理会計

13.8

6.4

7.4

3.7

サーバー環境整備

財務会計

グループウェア、社内情報

ポータル

BCP（事業継続計画）

8.8

10.3

2.9

7.4

サーバー環境整備

財務会計

グループウェア、社内情報

ポータル

BCP（事業継続計画）

10.3

1.7

1.7

8.6

サーバー環境整備

財務会計

グループウェア、社内情報

ポータル

BCP（事業継続計画）

4.6

4.0

3.4

5.2

サーバー環境整備

財務会計

グループウェア、社内情報

ポータル

BCP（事業継続計画）

3.5

5.0

5.4

2.3

サーバー環境整備

財務会計

グループウェア、社内情報

ポータル

BCP（事業継続計画）

8.0

4.8

6.4

6.4

サーバー環境整備

財務会計

グループウェア、社内情報

ポータル

BCP（事業継続計画）

9.6

16.4

9.6

5.5

サーバー環境整備

財務会計

グループウェア、社内情報

ポータル

BCP（事業継続計画）

7.4

4.3

3.2

2.1

セキュリティ強化

ネットワーク基盤の整備

eコマース（販売）

設計・開発支援

2.9

7.4

5.9

0.0

セキュリティ強化

ネットワーク基盤の整備

eコマース（販売）

設計・開発支援

10.3

6.9

5.2

3.4

セキュリティ強化

ネットワーク基盤の整備

eコマース（販売）

設計・開発支援

1.7

3.4

5.7

0.0

セキュリティ強化

ネットワーク基盤の整備

eコマース（販売）

設計・開発支援

3.5

1.5

0.4

6.6

セキュリティ強化

ネットワーク基盤の整備

eコマース（販売）

設計・開発支援

3.7

1.1

1.1

0.5

セキュリティ強化

ネットワーク基盤の整備

eコマース（販売）

設計・開発支援

6.8

6.8

0.0

1.4

セキュリティ強化

ネットワーク基盤の整備

eコマース（販売）

設計・開発支援

「生産 在庫管理 は機械器具製造34 0％ 素材製造29 3％ 製造業で特に高くな ている

2.7

0.0

0.5

内部統制対応

調達管理

eコマース（調達）

1.5

0.0

0.0

内部統制対応

調達管理

eコマース（調達）

1.7

0.0

0.0

内部統制対応

調達管理

eコマース（調達）

0.6

1.1

0.6

内部統制対応

調達管理

eコマース（調達）

1.2

0.8

0.0

内部統制対応

調達管理

eコマース（調達）

0.0
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0.5

内部統制対応

調達管理

eコマース（調達）

0.0

2.7

1.4

内部統制対応

調達管理

eコマース（調達）

・「生産・在庫管理」は機械器具製造34.0％、素材製造29.3％、製造業で特に高くなっている。
・「販売管理」は商社・流通が36.8％
・金融では「顧客情報・営業支援（CRM・SFA等）」が41.4％と集中。システム統合での勘定系整備の後、
差別化競争における顧客サービス向上、顧客関係管理等の重要性が高まっている 81



IT投資ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄにおいて、最も重要な観点がIT投資に対する効果の評
価であるが、 「全体」では、事前評価を「実施しない」企業が14.0%、事
後評価を「実施しない」企業が20 6%存在し なかなか進んでいない後評価を「実施しない」企業が20.6%存在し、なかなか進んでいない

 0% 20% 40% 60% 80% 100%売上高別
42.8

28.5

42.5

43.2

47.4

45.5

14.0

24.1

12.0

全体（n=979）

100億円未満（n=291）

100億～1000億円未満（n=468）

ＩＴ投資効果評価の
実施状況①事前評価

・事前評価、事後評価とも

57.9

81.0

36.0

19.0

6.2

0.0

1000億～1兆円未満（n=178）

1兆円以上（n=42）

事前評価、事後評価とも
に、売上高の大きい企業
ほど、IT投資効果評価を
実施している企業の割合
が多くなっている 売上

常に実施している 一部実施している 実施しない

 0% 20% 40% 60% 80% 100%

が多くなっている。売上
高1兆円以上の超大企業
では、事前評価を「実施
しない」企業はｾﾞﾛである。

13.7

10.3

14.1

65.7

60.8

67.0

20.6

28.9

19.0

全体（n=979）

100億円未満（n=291）
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13.6

33.3

72.3

57.1

14.1

9.5

1000億～1兆円未満（n=177）

1兆円以上（n=42）
売上高別
ＩＴ投資効果評価の
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常に実施している 一部実施している 実施しない実施状況②事後評価



「業務効率」「業務ｽﾋﾟｰﾄﾞ」「業務品質・精度」についてはIT投資の「効
果あり」としている企業が8～9割。一方で「製品･ｻｰﾋﾞｽ開発力」 「市場
ｼ ｱ拡大」についてはIT投資の「効果なし」としている企業が6 7割ｼｪｱ拡大」についてはIT投資の「効果なし」としている企業が6～7割

年度別
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IT投資効果の状況
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5.7 67.8 26.3 0.210年度（n=1086）

⑥

大いに効果あり 効果あり 効果なし 逆効果



主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

主な調査結果

2. トピックス
① 新規テクノロジーの採用
② システム開発② システム開発
③ IT基盤
④ クライアント環境

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの提案
② 情報セキュリティ② 情報セキュリティ

4. 定点観測
① IT予算① IT予算
② IT投資マネジメント
③ IT推進組織・IT人材
④ グローバルIT戦略

（C）JUAS 2013

⑤ BCP
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＜IT推進体制(自社単体)＞「現状」は「集権型」が7割、企業規模が大
きいほど分業が進む。「将来」は「戦略･企画」をIT部門の主業務とし、
「開発 運用」を情報子会社 ｱｳﾄｿ ｻ へ委託していきたいという意向「開発・運用」を情報子会社・ｱｳﾄｿｰｻｰへ委託していきたいという意向

IT部門(自社単体)の ・集権型：全社で統一されたルールに基づき一元的に統括・管理
連邦型 全社プロジ クトは 箇所で統括 各事業部固有のシステムは事業部が担当

組織形態

組織形態

企画・開発・運用機能の分担 A．

現状

B．

将来全社 事業部 情報子会社・ｱｳﾄｿｰｻｰ

・連邦型：全社プロジェクトは一箇所で統括、各事業部固有のシステムは事業部が担当
・分散型：企画機能をはじめとするほとんどの機能を各事業部に分散

組織形態

1.集権型A 戦略・企画 開発 運用 47.4％ 39.1％

2.集権型B 戦略・企画 開発 運用 24.2％ 30.0％

3.集権型C 戦略 企画 開発 運用 2.6％ 3.8％3.集権型C 戦略 企画 開発 運用 2.6％ 3.8％

4.集権型D 戦略・企画 開発 運用 0.9％ 0.7％

5.連邦型A
戦略・企画 開発 運用

（全社システム）
戦略・企画 開発 運用

（事業部システム）
10.7％ 9.1％

6.連邦型B
戦略・企画

（全社システム）
戦略・企画

（事業部システム）
開発 運用

（全社・事業部システム）
11.5％ 12.3％

7.連邦型C
戦略

（全社システム）
戦略

（事業部システム）

企画 開発 運用

（全社・事業部システム）
1.1％ 2.6％

8.分散型 戦略
戦略・企画 開発 運用

（事業部システム）
1.6％ 2.3％

現状：「集権型」75.1%、「連邦型」23.3%、｢分散型」1.6％
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将来：「集権型」73.7%、「連邦型」24.0%、｢分散型」2.3％
・現状と将来の比較では、「集権型A」が8.3ﾎﾟｲﾝﾄ減少して、「集権型B」が5.8ﾎﾟｲﾝﾄ増加している。
＜規模別＞1000人以上の企業では、1000人未満の企業よりも「集権A」(34.5%)が少なく「集権B」(29.4%)が多くなる。



情報子会社を持つ企業では、IT部門が戦略・企画業務に特化し、情報
子会社が開発や運用を担当。情報子会社を持たない企業では、当然
ながらIT部門が担当する業務領域が広くなり 開発や運用も担当

 

19 .7 7 8.8 0.0
1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①IT戦略の策定 （n=1 98）

ながらIT部門が担当する業務領域が広くなり、開発や運用も担当

IT関連業務の役割分担
情報子会社を持つ企業のみ
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② IT予 算 管理 、IT投資 管理 （n=1 98）

③ 業務改 革、 ビジネスモデル 改革の 推進 （n=1 98）

④ システム 要件定義 （n=1 98）

⑤

・情報子会社を持つ企業では、
主に「⑥システム運用」、
「⑤システム開発」、「⑧IT基
盤管理 「⑦シ ム利活

10 .6

2 8.3
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42.4
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9.1

15.7⑤ システム 開発 （n=1 98）

⑥ システム 運用 （n=1 98）

⑦ システム の利活 用推 （n=1 98）

⑧ IT基盤 管理 （n=1 98）

盤管理」、「⑦システム利活
用推進」を情報子会社に任
せている

0% 20% 40% 6 0% 80% 100%

9.1 74.6 15.2 1.0⑨情 報 セキュリティ・リスク管理 （n=1 97）

事 業 部 門 ＩＴ部 門 情 報 子 会 社 ベンダー

・なお、「④要件定義」を主と
して情報子会社が担当する
比率は全体の4分の1

情報子会社を持たない企業のみ
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81.8

41.7
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① IT戦 略の 策 定（n= 753）

② IT予 算 管理 、IT投資 管 理（n= 754）

③ 業務 改 革、 ビジネスモデル 改 革の 推 進（n= 746）

・情報子会社を持たない企業
では、当然ながらIT部門の
担当する業務領域が広く
なっている 12.6

5.6

10.1

7 9.4

49.7

70.2

80.4

7.6

4 5.8

22.2

8.4

2.9
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0.4
④ システム 要件 定 義（n= 751）

⑤システム 開 発（n= 749）

⑥システム 運 用（n= 749）

⑦システム の 利活 用 推（n= 749）

なっている。

・一方、事業部門の役割は、
情報子会社の有無に関係
なく 傾向は ぼ じ

4.1

8.4

80.8

8 8.0

13.8

0.4

1.2

3 .2

⑦シ テ 利活 用 推（ ）

⑧IT基盤 管 理（n= 751）

⑨ 情報 セキュリティ・リスク管 理（n= 752）

事 業 部 門 ＩＴ 部 門 情 報 子 会 社 ベンダ ー 86

なく、傾向はほぼ同じ



IT部門、事業部門に大きな変化はないが、情報子会社は小規模化も
しくは人員削減が進むしくは人員削減が進む

企業規模別 IT部門、事業部門、情報子会社のIT要員数の平均

352

287300

350

400
（人）

09年度 10年度 11年度 12年度・IT要員数の平均値を
参考までに示す。従
業員数1000人以上

257

206

287

192

271

246

185200

250

300

の企業では、情報子
会社のIT要員数は09
年度から3年連続で
減少し246人になって

443739 4249
50

100

150

減少し246人になって
いる。一方IT部門は、
10年度の37人から少
しずつ増え12年度は
49人と増加傾向であ

18
8 7 2

30
44

2016
6 7 3

25
37

1518
8 7 4

39 42

1621
12 8 3

29 31

0

50

IT部門 事業部門 情報子会社 IT部門 事業部門 情報子会社 IT部門 事業部門 情報子会社

全体 1000人未満 1000人以上45,000 

50,000 

子会社あり

子会社なし

49人と増加傾向であ
る。

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

40,000 

従
業
員
数

子会社なし

・企業規模とIT要員数を縦軸と横軸にとり、両者の対応関係を情報子会社の有
無別に見ると、同程度の従業員数の企業であっても、IT要員数には大きなばら
つきが見られ、両者に強い関係性は確認できない。このため、上記のIT要員数
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ＩＴ要員数（人）

きが見られ、両者に強い関係性は確認できない。 のため、 記の 要員数
は、企業規模別のIT要員数の大まかな目安として確認していただきたい。



＜IT要員数の動向＞
09年度以降はIT部門要員減少の傾向に歯止めがかかったか。従業員
数1000人以上の企業では 増加へ転じる

23.3 24.452.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

12年度（n=996）

DI値

▲1.1

数1000人以上の企業では、増加へ転じる

企業規模別 IT部門要
数 増減傾向 20.2

20.0

24.5

28 2

52.9

49.0

48.5

51 0

26.9

30.9

27.0

20 8

11年度（n=999）

10年度（n=1044）

09年度（n=976）

08年度（n=777）

IT
部

門

▲6.7

▲10.9

▲2.6

7 3

員数の増減傾向

・「増加」－「減少」を示すDI値
で見ると、IT部門は10年度

28.2

24.0

51.0

54.3

20.8

21.7

08年度（n=777）

07年度（n=622）

7.3

2.3
の▲10.9を底値として、11年
度▲6.7、12年度は▲1.1とな
り、減少傾向に歯止めが掛
かったと見られる。

19.9 22.957.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

12年度（n=687）

DI値
▲3.0

かったと見られる。

・従業員1000人以上の企業
のDI値は、11年度の▲10.9
から 12年度3 0とプラスに

19.5

17.7

20.7

23 8

56.2

53.0

53.9

56 5

24.3

29.3

25.4

19 6

11年度（n=687）

10年度（n=711）

09年度（n=668）

08年度（ 520）

1
0
0
0
人

未
満

▲4.8

▲11.6

▲4.7

4 2から、12年度3.0とプラスに
転じた。

23.8

20.8

31.1

21.8

56.5

59.8

40.7

45.5

19.6

19.4

28.1

32.7

08年度（n=520）

07年度（n=413）

12年度（n=302）

11年度（n=312）

4.2

1.4

3.0

▲10.9

24.9

32.8

37.1

40.5

36.7

39.4

34.5

30.5

23.5

10年度（n=333）

09年度（n=308）

08年度（n=251）

1
0
0
0
人

以
上

▲9.6

2.3

13.6
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30.5 43.0 26.507年度（n=200）

増加 不変 減少

4.0



＜情報子会社に期待するﾐｯｼｮﾝ＞かつては6割が「ｸﾞﾙｰﾌﾟの強みを活
かしたｺｽﾄｾﾝﾀｰ」、現在ではより高度なﾐｯｼｮﾝにｼﾌﾄし、 「戦略的なｻｰ
ﾋﾞｽｾﾝﾀ 」 への期待が高まる

21 4 67 1 11 6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

過去（ 173）

ﾋ ｽｾﾝﾀｰ」 への期待が高まる

情報子会社に期待す
21.4

32.1

57.0

67.1

24.0 19.0

57.1

11.6

10.9

過去（n=173）

現在（n=184）

今後（n=179）

るﾐｯｼｮﾝ

戦略的なサービスセンター グループの強みを活かしたコストセンター 成長エンジンとしてのプロフィットセンター

14 8 48 5 4 7 30 2 1 8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

過去（ 169）

ﾐｯｼｮﾝ別 情報子会
社に期待するﾐｯｼ ﾝ

・「戦略的なｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ」や

14.8

12.3

8.1

48.5

51.4 5.4

55.3

4.7

3.4

30.2

27.4

29.7

1.8

1.7

5.4

過去（n=169）

現在（n=179）

過去（n=37）

全
体

的
な

セ
ン

タ
ー

社に期待するﾐｯｼｮﾝ
の達成度

「成長ｴﾝｼﾞﾝﾄｼﾃﾉﾌﾟﾛﾌｨｯﾄｾ
ﾝﾀｰ」は、競争力強化や収
益増大など経営に直結す
る非常に高度な内容であ

6.9

17.0

51.7

51.8

3.4

4.5

34.5

26.8

3.4

0.0

現在（n=58）

過去（n=112）

戦
略

的

サ
ー

ビ
ス

セ

ル
ー

プ
の

を
活

か
し

た

ト
セ

ン
タ

ー

る非常に高度な内容であ
るため、期待に応えるのが
難しいことに加え、応えら
れているかどうかの評価も
難しく 高い評価が得られ

13.9

15.0

20 0

61.4

25.0

35 0

4.0

5.0

0 0

19.8

50.0

45 0

1.0

5.0

0 0

現在（n=101）

過去（n=20）

現在（n=20）

グ
ル

強
み

を

コ
ス

ト

成
長

エ
ン

ジ
ン

と
し

て
の

プ
ロ

ィ
ッ

ト
セ

ン
タ

ー

難しく、高い評価が得られ
ていない要因と推察される。
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20.0 35.0 0.0 45.0 0.0現在（n=20）
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フ
ィ

（ミッションに）応えられている （ミッションに）一部応えられている （ミッションに）どちらともいえない

（ミッションに）応えられていない わからない



情報子会社は「提案領域の高度化、複雑化への対応」がミッション共
通の課題通の課題

情報子会社に現在期
待す 情報

 

4 4 .8 8 .8

0.0 2 0.0 4 0.0 6 0 .0

提案 領 域（ シ ス テ ム 化対 象 領域 や シ ス テ ム利 活 用 領域 ）の 高度 化 、
複 雑 化

（ ％）
戦 略 的 なサ ー ビ ス セン ター戦略的なサービスセンター

待するﾐｯｼｮﾝ別 情報
子会社の課題 （1位
の降順）

1 9.0

13 .8

10 .3

8 .6

19 .3

2 6 .3

19 .3

12 .3

複 雑 化

親 会社 の 業務 知 識の 不 足／ ブ ラックボッ クス 化

人 材 育成 、親 会 社と の 人 材交 流 不足

最 新 技術 の ス キル 不足

親 会社 へ の依 存 体質

3.4

0 .0

12 .3

1 .8

情報 子 会 社の ミッ シ ョン等 に関 する親 会 社と の コミュ ニケーシ ョン 不足

その他

1位 （ n= 58 ）

2位 （ n= 57 ）

 0.0 2 0.0 4 0.0 6 0 .0

提案 領 域（ シ ス テ ム 化対 象 領域 や シ ス テ ム利 活 用 領域 ）の 高度 化
（％ ）

グル ー プ の 強 み を 活 か し たコ スト セ ン ターグループの強みを活かしたコストセンター

・すべてのﾐｯｼｮﾝにおい
て達成のために解決す
べき課題として「提案領
域 高度化 複雑化 28.4

2 4 .5

15 .7

15 .7

8 8

16 .5

15 .5

22 .7

18 6

1 6 .5
提案 領 域（ シ ス テ ム 化対 象 領域 や シ ス テ ム利 活 用 領域 ）の 高度 化 、

複 雑 化

人 材 育成 、親 会 社と の 人 材交 流 不足

親 会社 の 業務 知 識の 不 足／ ブ ラックボッ クス 化

最 新 技術 の ス キル 不足

親 会社 へ の依 存 体質

域の高度化、複雑化」
を1位、2位とする企業
が4割以上に達してい
る。期待と併せて、解決

8.8

6.9

0 .0

18 .6

9 .3

1 .0

親 会社 へ の依 存 体質

情報 子 会 社の ミッ シ ョン等 に関 する親 会 社との コミュ ニケーシ ョン 不足

その他

1位 （ n= 10 2）

2位 （ n= 97 ）

 0.0 20.0 40.0 60 .0
（％）

成長エン ジン として のプ ロフィットセン ター成長エンジンとしてのプロフィットセンター

すべき共通の課題の
ハードルも高まってい
る

36 .8

15.8

15.8

10.5

2 9.4

11.8

11 .8

11.8
提案領域（ システム化対象領域やシステム利活用領域）の高度化、

複雑化

最新技術のスキル不足

人材育成、親会社との人材交流不足

親会社の業務知識の不足／ブラックボックス化

（％）
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10.5

5.3

5.3

23.5

11 .8

0.0

親会社への依存体質

情報子会社のミッション等に関する親会社とのコミュニケーション不足

その他

1位（n=19）

2位（n=17）



主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

主な調査結果

2. トピックス
① 新規テクノロジーの採用
② システム開発② システム開発
③ IT基盤
④ クライアント環境

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの提案
② 情報セキュリティ② 情報セキュリティ

4. 定点観測
① IT予算① IT予算
② IT投資マネジメント
③ IT推進組織・IT人材
④ グローバルIT戦略
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⑤ BCP
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＜企業のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化＞上場企業の53.8％は既に海外進出済み。業種
別では「機械器具製造（72.5%）」と「素材製造（75.8% )」の比率が高い。
1000億円以上では4社に3社が 中規模企業でも約半数が海外進出

53 8 4 8 41 4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（ =1004）

1000億円以上では4社に3社が、中規模企業でも約半数が海外進出

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 ﾋﾞｼﾞﾈｽの
ｸﾞ ﾞ 化 状況

53.8

37.3

72.5

4.8

2.7

2.1

41.4

60.0

25.4

全体（n=1004）

建築・土木（n=75）

素材製造（n=189）

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化の状況

・グローバル化の調査を開始
した10年度以降、ほとんどの

75.8

39.2

24.6

3.9

6.4

5.3

20.3

54.4

70.2

機械器具製造（n=256）

商社・流通（n=171）

金融（n=57）

業種グループで増加傾向に
あり、企業のグローバル化は
着実に進んでいる

40.3

38.6

6.0

7.4

53.7

54.0

社会インフラ（n=67）

サービス（n=189）

既に海外進出している 今後、海外進出を予定している 海外進出の予定は当面ない

・多くの企業にとって海外市場
の開拓は、成長を維持する
ために不可欠な戦略になっ
ている

53.6 4.8 41.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=970）

売上高別 ﾋﾞｼﾞﾈｽの
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化の状況

ている

35.2

54.7

76.3

6.6

4.1

3.5

58.3

41.2

20.2

100億円未満（n=290）

100億～1000億円未満（n=466）

1000億～1兆円未満（n=173）

ｸ ﾛ ﾊ ﾙ化の状況

75.6 7.3 17.11兆円以上（n=41）

既に海外進出している 今後、海外進出を予定している 海外進出の予定は当面ない
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＜ITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ＞現状は「海外の事業拠点に任せている」が主流だが、
今後は「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙで標準化」する方向にある。今後も「IT人材管理」と
「ITﾘｿ ｽ調達」は「海外の事業拠点に任せる」が主流の状態が続く

 

2 0.9 16 .0 4 5.2 17 .9

0 % 2 0% 40 % 6 0% 8 0% 1 00 %

① IT戦略 （戦 略策定 ･展開） （n =5 6 9）

「ITﾘｿｰｽ調達」は「海外の事業拠点に任せる」が主流の状態が続く

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙでのITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ
状 今後 1 4.7

12 .8

1 6.3

15 .4

14 .3

18 .0

53 .4

4 9.8

4 8.7

16 .5

2 3.1

1 7.0

② IT予算 管理 、投 資管 理（n =5 7 1）

③シ ステ ム 開発標 準化（ 手法 やツー ル） （n =5 7 2）

④IT基 盤（n =5 7 1）

⑤ 業務シ テ ム （ ）

の現状と今後

・戦略は本社機能で、IT基盤
やｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝなどのｼｽﾃﾑ構

1 4.7

16 .8

8 .6

9 .3

1 7.4

16 .8

15 .4

14 .2

51 .9

4 9 .3

5 9.0

56 .6

1 6.0

1 7.0

1 7.0

1 9.9

⑤ 業務シ ス テ ム （n =5 7 0）

⑥情 報（ マス ター や コー ド 体系） （n =5 7 0）

⑦ ITリソ ース 調 達（n =5 7 1）

⑧IT人 材管 理（n =5 7 2）
現

状築は地域で標準化する、な
どの役割分担が必要となっ
ている。

今後の方向性を見ると ITﾘ
27 .3

2 9.1

4 5.7

3 2 2

17 .7

17 .2

2 1.3

2 3 8

4 1.7

4 0 .0

2 3 .3

3 4 5

13 .3

13 .7

9.7

9 5

⑨セ キュ リテ ィ（n =5 7 1）

⑩ コンプラ イア ンス （n =5 7 0）

① IT戦略 （戦 略策定 ･展開） （n =5 5 8）

②IT予算 管理 投 資管 理（n =5 5 9）

・今後の方向性を見ると、ITﾘ
ｿｰｽ調達とIT人材管理を除
いて6～7割の企業がｸﾞﾛｰﾊﾞ
ﾙ、もしくは地域ごとに標準化

3 2.2

2 8.1

36 .1

31 .8

2 3.8

24 .0

25 .4

27 .5

3 4.5

3 2.0

2 7.5

3 0 .5

9.5

1 5.9

10 .9

1 0 .2

② IT予算 管理 、投 資管 理（n =5 5 9）

③シ ステ ム 開発標 準化（ 手法 やツー ル） （n =5 5 9）

④IT基 盤（n =5 5 9）

⑤ 業務シ ス テ ム （n =5 5 7）

後

していくとしている。

・ITﾘｿｰｽ調達とIT人材管理は、
現状5割強の企業が「海外の
事 後 40 .6

17 .3

18 .5

5 3 1

2 1.5

30 .2

26 .9

1 9 3

2 7.9

4 1.2

4 1 .8

19 1

1 0 .0

1 1.3

1 2.7

8 4

⑥情 報（ マス ター や コー ド 体系） （n =5 5 9）

⑦ ITリソ ース 調 達（n =5 5 6）

⑧IT人 材管 理（n =5 5 7）

⑨セ キュ リテ ィ（n =5 5 9）

今事業拠点に任す」、今後も4
割強の企業が「海外の事業
拠点に任す」としており、ｸﾞ
ﾛｰﾊﾞﾙでの人材管理の推進 5 3.1

53 .5

1 9.3

2 0.6

19 .1

1 7.2

8.4

8 .8

⑨セ キュ リテ ィ（n 5 5 9）

⑩ コンプラ イア ンス （n =5 5 9）

グ ロー バル で管 理・ 標準 化 地域 ご とに 管理 ・標準 化 海 外の 事業拠 点に 任す 特に 行 わな い
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管 推
は難易度が高いようだ。



＜ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIT戦略の現状と今後のｷﾞｬｯﾌﾟ＞
最大の理由はｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材不足。ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙに進出している企業の半数
（56 4％ 1位 3位の合計）が感じる共通の課題（56.4％、1位～3位の合計）が感じる共通の課題

グローバルIT戦略の  0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0
（％）

現状と今後のギャップ
（1位～3位）

18.7

17.5 7.6

17.2

13.8

20.5グローバル要員の不足

言語の壁

（％）

ｸﾞﾛ ﾊﾞﾙIT戦略の拡大が望 14.5

14.3

9 2

14.8

15.4

9 6

8.3

12.4

8 9

商習慣の違い

グローバルでの組織体制の整備

海外展開のノウハウが乏しい

・ｸ ﾛｰﾊ ﾙIT戦略の拡大が望
まれる中、その最大の阻害
要因となっているのが「ｸﾞ
ﾛｰﾊﾞﾙ要員の不足」である。

「 9.2

7.9

7.7

9.6

4.9

10.5

8.9

2.8

9.7

海外展開のノウハウが乏しい

ビジネスのグローバル化が進まない

文化の違い

またその原因である「言語
の壁」や「商習慣の違い」
が大きな阻害要因となって
いる。

5.1

2.8

7.8

6.4

12.8

9.7

法制度の違い

インフラ・アーキテクチャーの統一

2.1

0.0
1.8

0.8

2.8

1.4その他

BCPの確立

1位（n=530）

2位（n=513）

3位（n=493）
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＜ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIT人材＞ 「現状」では「業務部門の人材にIT知識を持たせ
る」が1/3、「今後」は「IT部門の人材を育成」 が1/3で逆転する。「現地
の外国人の中途採用」の比率も増加するの外国人の中途採用」の比率も増加する

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIT人材の育成
 0 10 20 30 40

（％）

方法 現状と今後(複数
回答)

IT人材確保の方法として

25.4

35.6

6.2

IT部門の人材をグローバル人材に育成する

業務部門の人材に、ITの知識を持たせる

ITの知識もある日本人を中途採用する

（n
=
5

2
0

）

・IT人材確保の方法として、
現状、最も多いのは「業務
部門の人材に、ITの知識を
持たせる」（35.6％）である。
「 部 材をグ バ

29.2

5.0

現地の外国人を中途採用する

その他

現
状

（
「IT部門の人材をグローバ
ル人材に育成する」
（25.4％）を上回る。

35.2

23.8

8.7

IT部門の人材をグローバル人材に育成する

業務部門の人材に、ITの知識を持たせる

ITの知識もある日本人を中途採用する

（
n

=
5

20
）

・今後はこれらが逆転する。
今後、35.2％が「IT部門の
人材をグローバルに育成
する」と回答した。「現地の

34.0

2.3

現地の外国人を中途採用する

その他

今
後

する」と回答した。「現地の
外国人を中途採用する」と
する企業も多い。現状は
29.2％。今後は34.0％へと
増加する

・今回の調査では、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙIT人材を「海外事業拠点（海外本社、海外主要
事業所、現地法人など）において、現地外国人ｽﾀｯﾌをﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄする人材
（ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）」と定義して 分析を行なった ITガバナンスをグローバルに
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増加する。 （ﾏﾈｰｼ ｬｰ）」と定義して、分析を行なった。ITガバナンスをグローバルに
展開する人材とは異なる視点で回答されているケースも含まれている可
能性がある点は留意する必要がある



主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

主な調査結果

2. トピックス
① 新規テクノロジーの採用
② システム開発② システム開発
③ IT基盤
④ クライアント環境

3. 重点テーマ
① ビジネスイノベーションへの提案
② 情報セキュリティ② 情報セキュリティ

4. 定点観測
① IT予算① IT予算
② IT投資マネジメント
③ IT推進組織・IT人材
④ グローバルIT戦略

（C）JUAS 2013

⑤ BCP

96



＜全社的なBCPの策定状況＞約半数が地震を想定したBCP を「策定
済み」、「検討中」を含めれば約8 割。東日本大震災をきっかけに、
BCP の策定に取り組む企業が着実に増加している

22 9 36 6 11 7 4 5 8 6 15 6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①システム障害（n=948）

BCP の策定に取り組む企業が着実に増加している

想定リスク別にみたBCP 
22.9

17.1

16.0

12.3

36.6

30.1

29.4

21.5

11.7

16.2

17.1

13.7

4.5

6.1

6.0

5.4

8.6

10.4

10.7

13.0

15.6

20.0

20.8

34.1

①システム障害（n=948）

②自然災害（直下型地震による局所被害）（n=948）

③自然災害（大規模地震による広域被害）（n=948）

④自然災害（津波による被害）（n=948）

定
の策定状況

・11年3月に発生した東日本大
震災や発生が予測されてい

12.8

14.7

14.9

12 9

22.8

26.7

26.2

25 1

14.2

14.0

12.3

10 0

5.9

6.1

6.2

6 0

12.9

11.7

11.0

13 5

31.4

26.8

29.4

32 5

⑤自然災害（②～④以外の局所豪雨、竜巻、高潮等）（n=948）

⑥電力・通信等の社会インフラの停止（n=948）

⑦火災・工場災害（n=948）

⑧疾病（新型インフルエンザ デング熱等）（ 948）

る南海トラフ地震といった「自
然災害（大規模地震による
広域被害）」を想定したBCP
について見ると、BCPを「策 12.9 25.1

11.0

10.5

10.0

9.0

8.6

6.0

6.4

6.4

13.5

20.1

20.9

32.5

46.8

46.27.3

6.6

⑧疾病（新型インフルエンザ、デング熱等）（n=948）

⑨風評被害（うわさ、Webサーバーへのアクセスの集中）（n=948）

⑩テロ（予告･破壊行為）、サイバーテロ（n=948）

BCPを策定し運用しており、定期的に見直し更新している BCPを策定し運用している BCPを策定中である

BCPの策定を検討中である（1年以内に着手） BCPの策定を検討中である（着手時期未定） 策定予定なし「策定済み(%) 「策定

について見ると、BCPを 策
定済み」の企業は45.5％で
あった

BCPの策定を検討中である（1年以内に着手） BCPの策定を検討中である（着手時期未定） 策定予定なし「策定済み(%)」－「策定
予定なし(%)」の経年変化

・企業の危機管理やBCPの想企業 危機管理や 想
定ﾘｽｸの範囲は、世界的にｲ
ﾝﾊﾟｸﾄの大きな災害などが起
こるごとに拡大。発生したﾘｽ
ｸに対応する企業の姿がうか
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ｸに対応する企業の姿がうか
がえる。



導入済みが多い対策は「外部ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰの活用(4割)」と「ﾈｯﾄﾜｰｸの多
重化(4割)」 。今後は「ｸﾗｳﾄﾞ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞへの転換（検討中：4割）」や
「ﾊﾞ ｸｱ ﾌﾟｾﾝﾀ の準備（検討中 3割）」が増加すると考えられる

43.6 5.0 22.8 11.7 17.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①外部データセンターの活用（n=969）

「ﾊ ｯｸｱｯﾌ ｾﾝﾀｰの準備（検討中：3割）」が増加すると考えられる

IT部門におけるBCPの

策状
43.6

24.3

7.6

30.1

5.0

8.3

4.5

3.5

22.8

28.4

16.6

10.1

11.7

11.8

12.0

14.9

17.0

27.3

59.2

41.4

①外部デ タセンタ の活用（n 969）

②バックアップセンターの準備（n=969）

③データセンターの場所の見直し（n=969）

④自家発電設備の設置または増設（n=969）

対策状況

9.3

37.2

6.7

7.2

7.1

7.2

34.1

22.7

27.9

13.2

7.2

7.0

36.2

25.8

51.2

⑤クラウド･コンピューティングへの転換（n=969）

⑥ネットワークの多重化（n=969）

⑦在宅勤務の実施、拡大（n=969）

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討

売上高別 バックアップ
マシンの設置状況

17.0

17 1

45.1

48 3

37.9

34 6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=966）

100億円未満（ =286）
シ 設置状況

17.1

14.0

26.7

48.7

48.3

45.6

47.2

38.5

34.6

40.4

26.1

12.8

100億円未満（n=286）

100億～1000億円未満（n=458）

1000億～1兆円未満（n=176）

1兆円以上（n=39）

①
基

幹
系

・売上規模が大きくなるにつれ
て、ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾏｼﾝの導入が
増えている 特に複数のｾﾝ 14.7

14.9

8.8

22.2

42.9

42.9

43.0

43.8

42.4

42.2

48.1

34.1

全体（n=981）

100億円未満（n=282）

100億～1000億円未満（n=453）

1000億～1兆円未満（n=176）

②
情

報
系

増えている。特に複数のｾﾝ
ﾀｰでの運用においてその傾
向が顕著である
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46.2 41.0 12.8

億 満（ ）

1兆円以上（n=39）

バックアップマシンあり（複数のセンターで運用） バックアップマシンあり（1か所で運用） バックアップマシンなし



BCP策定にあたっては、復旧すべき業務を経営や事業部門ときちんと
合意しておくことが重要 実際の危機発生時には有効となる合意しておくことが重要。実際の危機発生時には有効となる

 

できていない
できている

21.7
復旧すべき業務の経営や
事業部 合意状 28.8事業部門との合意状況

・東日本大震災後に「復旧すべき
業務の経営や事業部門との合

検討中、取組中

できている（東日本
大震災後）

19.3

業務の経営や事業部門との合
意」ができたのは約2割。東日本
大震災によってBCPの重要性が
再認識され、急激に対応が促進
されたものと思われる

9 12 3 20 6 9 4 2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（ ）

経営や事業部門との合意
状況別 BCP関連予算

n=757
30.3されたものと思われる。

5.9

8.0

8 9

12.3

14.0

20 0

20.7

20.7

29 6

56.9

50.7

39 3

4.2

2 2

6.7

全体（n=692）

できている（n=150）

できている（東日本大震災後）（ 135）

状況別 関連予算

・東日本大震災後に「経営や事業
部門との復旧する業務の優先順
位」で合意した企業は予算の伸 8.9

6.7

1 5

20.0

11.9

6 1

29.6

21.4

13 7

39.3

56.2

74 6

3.8

4 1

2.2できている（東日本大震災後）（n=135）

検討中、取組中（n=210）

できていない（n=197）

位」 合意した企業は予算 伸
びも大きい。掛け声だけでなく、
本気で対応していることがうかが
える。逆に、「経営や事業部門と
の合意ができていない」企業は
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1.5 6.1 13.7 74.6 4.1できていない（n=197）

30％以上増加 10％以上増加 10％未満増加 不変 減少

の合意ができていない」企業は
予算に関しても不変の比率が7
割を超え圧倒的に多い。



＜訓練や練習＞BCPが実践の場で機能するかどうかはやはり訓練を
行うかどうかに掛かっている。大規模地震のBCPを策定し、訓練演習
を行 ている企業は51 6％ 半数はまだ実際の訓練を行 ていない

 0% 20% 40% 60% 80% 100%

を行っている企業は51.6％、半数はまだ実際の訓練を行っていない

BCPの過去1年間の
19.0

38.8

38 3

41.2

14.5

13 3

39.8

46.7

48 4

①システム障害（n=532）

②自然災害（直下型地震による局所被害）（n=415）

③自然災害（大規模地震による広域被害）（ 399）

訓練や練習の有無

・ＩＴ部門内で行っている
訓練の内容として多かっ 38.3

26.7

26.7

13.3

13.7

13.3

48.4

59.7

60.0

③自然災害（大規模地震による広域被害）（n=399）

④自然災害（津波による被害）（n=300）

⑤自然災害（②～④以外の局所豪雨、竜巻、高潮等）（n=315）

訓練の内容として多かっ
たのはやはり「ｼｽﾃﾑ障
害対応」の訓練であるが、
その他にも「電力・通信
等の社会ｲﾝﾌﾗの停止」

24.3

32.6

20.4

11.0

55.2

56.5

⑥電力･通信等の社会インフラの停止（n=362）

⑦火災･工場災害（n=356）

ザ グ

等の社会ｲﾝﾌﾗの停止」
を想定した訓練を行って
いるところも少なくない。

か 「直 型地震 18.2

14.4

15.2

7.3

10.5

10.8

74.5

75.2

74.1

⑧疾病（新型インフルエンザ、デング熱等）（n=330）

⑨風評被害（うわさ、Webサーバーへのアクセスの集中）（n=153）

⑩テロ（予告･破壊行為）、サイバーテロ（n=158）

・しかし、「直下型地震や
大規模地震」を想定した
訓練はというと、ＩＴ部門
だけでというところよりも

実施した（他部門も含めて） 実施した（IT部門内で） 実施していない

他部門も含めて行って
いる企業が多い。
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